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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　多孔質溶解性固体構造物の形態の可撓性のヘアシャンプー物品であって、
　（ａ）２３％～７５％の界面活性剤と、
　（ｂ）１％～６０％の疎水性表面残留コーティングであって、前記疎水性表面残留コー
ティングはシリコーン、アミノシリコーン又はこれらの組み合わせを含み且つ前記疎水性
表面残留コーティングは前記物品の固体／空気境界面に塗布されている、疎水性表面残留
コーティングと、
　（ｃ）１０％～５０％の高分子構造化剤と、
　（ｄ）１％～３０％の可塑剤と、
を含み、前記物品は、０．０５ｇ／ｃｍ3～０．４ｇ／ｃｍ3の密度及び８５％～９７．５
％の開放気泡含有百分率を有する、可撓性のヘアシャンプー物品。
【請求項２】
　（ａ）界面活性剤と溶解した高分子構造化剤と可塑剤と所望により追加の任意成分とを
含む加工混合物を調製する工程と、
　（ｂ）前記混合物内にガスを導入することにより前記混合物を気泡化して、湿潤気泡化
混合物を形成する工程と、
　（ｃ）前記湿潤気泡化混合物を所望の１つ以上の形状に形成する工程と、
　（ｄ）前記湿潤気泡化混合物を所望の最終水分含量まで乾燥させて、多孔質溶解性固体
構造物の形態のヘアシャンプー物品を形成する工程と、
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　（ｅ）前記物品の固体／空気境界面上に疎水性表面残留コーティングを塗布する工程と
、を含み、前記疎水性表面残留コーティングがシリコーン、アミノシリコーン又はこれら
の組み合わせを含む、請求項１に記載の物品の製造方法。
【請求項３】
　（１）多孔質溶解性固体構造物の形態のヘアシャンプー物品を得る工程と、
　（２）前記物品の固体／空気境界面上に疎水性表面残留コーティングを塗布する工程と
、を含み、前記疎水性表面残留コーティングがシリコーン、アミノシリコーン又はこれら
の組み合わせを含む、請求項１に記載の物品の製造方法。
【請求項４】
　前記疎水性表面残留コーティングが０（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2～１０（ｃａｌ／ｃｍ3）1

/2のＶａｕｇｈａｎの溶解度パラメーターを有し、前記物品が１２５グラム／ｍ2～３，
０００グラム／ｍ2の坪量と、０．５ｍｍ～１０ｍｍの厚さと、を有する、請求項１に記
載の物品。
【請求項５】
　０．０８ｇ／ｃｍ3～０．２５ｇ／ｃｍ3の密度、１ｍｍ3～９０ｍｍ3の星形体積と負で
ない０～３の範囲である構造モデル指数とを有することにより定義される気泡間結合性を
有する、請求項１又は４に記載の物品。
【請求項６】
　前記物品が、０．０３ｍ2／ｇ～０．２５ｍ2／ｇの表面積と、０．０２ｍｍ～０．１５
ｍｍの気泡壁厚さと、を有する、請求項１、４又は５に記載の物品。
【請求項７】
　１％～５０％の非イオン性界面活性剤、高分子界面活性剤又はこれらの組み合わせを含
む、請求項１又は請求項４～６のいずれか一項に記載の物品。
【請求項８】
　前記疎水性表面残留コーティングが香油を更に含む、請求項１又は請求項４～７のいず
れか一項に記載の物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、パーソナルケア組成物、特に多孔質、溶解性固体構造物である物品の形態の
パーソナルケア組成物に関連する。本物品は、含有される疎水性有効成分の付着効率の向
上を提供できる疎水性表面残留コーティングを有する。
【背景技術】
【０００２】
　市場に存在するパーソナルケア製品の大多数は液体製品として販売されている。広範に
使われているが、液体製品は梱包、保管、運送、並びに使用の便宜という観点から不都合
を有する。このような製品は、毛髪及び／又は皮膚への表面付着を目的とする疎水性有益
剤（例えば、シリコーンなどのヘアコンディショニング剤）を通常含有する。このような
製品は典型的にはかなりの量の水を処方中に含むため、このような疎水性有益剤の組み込
みは困難であることがあり、疎水性有効成分をもたらすために乳化などの処方技術を必要
とする。更に、このような製品は水性環境（例えば、シャワー）で用いられるため、予め
乳化された疎水性有益剤は、これらが十分に付着できる前に毛髪及び／又は皮膚から洗い
流されてしまう傾向を有し、付着効率は最適付着効率よりも低くなり、それゆえに有益剤
を浪費する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　それゆえに、皮膚及び／又は毛髪への疎水性有効成分の表面付着のレベルの向上をもた
らすことができるパーソナルケア製品への必要性が存在する。このようなパーソナルケア
製品が非水性形態で提供されることに対しても必要性が存在する。
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【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明は前述の要求を満たす。本発明は、全頭髪及び／又は全身の皮膚に適用するため
に疎水性有益剤を十分に局所送達する一方で、消費者の手の平の中で便利にかつ速かに溶
解して、毛髪／皮膚への適用が容易であるような液体製品を再構成する溶解性固体パーソ
ナルケア製品を提供する。
【０００６】
　本発明は、
　多孔質溶解性固体構造物の形態の可撓性のヘアシャンプー物品であって、
　（ａ）２３％～７５％の界面活性剤と、
　（ｂ）１％～６０％の疎水性表面残留コーティングであって、前記疎水性表面残留コー
ティングはシリコーン、アミノシリコーン又はこれらの組み合わせを含み且つ前記疎水性
表面残留コーティングは前記物品の固体／空気境界面に塗布されている、疎水性表面残留
コーティングと、
　（ｃ）１０％～５０％の高分子構造化剤と、
　（ｄ）１％～３０％の可塑剤と、
を含み、前記物品は、０．０５ｇ／ｃｍ3～０．４ｇ／ｃｍ3の密度及び８５％～９７．５
％の開放気泡含有百分率を有する。
【０００７】
　驚くことに、物品製造中に従来のエマルションとして、すなわち、連続的固体構造内に
、有効成分を添加する代わりに、物品上のコーティングとして有効成分をコーティングす
る又は含める（例えば、物品の構造物の固体／空気境界面上に吸着させる）ことにより、
有効成分（例えば、シリコーン）の付着効率の改善を達成できることが判明した。これは
、特に櫛通しに難点を生じることなく毛髪に付着させるためにはシリコーンが通常は液体
中に分散／乳化される必要がある（例えば、特に例に示される高粘性シリコーン「ガム」
は、０．３３ｍ2／秒（３３０，０００センチストークス）の粘度を有する）ことからす
ると、驚きである。
【０００８】
　理論に束縛されるものではないが、主に開放気泡型の多孔質物品は、油が広がって大表
面積の顕微鏡レベルに薄いコーティングを作り出す、連続的で利用しやすい大表面積「ス
カフォールド」（「壁体」の三次元網状組織）を提供すると考えられている。得られる高
い油：固体表面積により、水で多孔質固体が溶解した際に、油はその場で分散して、本明
細書に示すように、均一な付着及び手ざわり特性を示すことができると考えられている。
更に、このコーティング法は、油：界面活性剤が密接する機会を最小化し（乳化が少なく
なり）、これは付着効率をより大きくする。更に、これらの効果は、相不安定性が製品の
貯蔵寿命に悪影響を与えることなく、達成することができる。
【０００９】
　更に、本発明は、任意の非水溶性流体、液体及び／又はガム（例えば、代替的シリコー
ン、トリグリセリド、炭化水素油、香油）を乳化させることなく送達する方法を提供する
。これは香料などの揮発性有効成分の場合に特に有用であり、一部の香料は、本明細書に
記載するような多孔質溶解性固体構造物の調製において利用される乾燥工程中に雰囲気に
失われてしまう。
【００１０】
　別の態様では、本発明は、以下を含む物品の製造方法を提供する：（１）界面活性剤と
溶解した高分子構造化剤と可塑剤と所望により他の任意成分とを含む加工混合物を調製す
る工程、（２）その混合物内にガスを導入することにより加工混合物を気泡化して、湿潤
気泡化混合物を形成する工程、（３）湿潤気泡化混合物を所望の１つ以上の形状に形成す
る工程、（４）湿潤気泡化混合物を所望の最終水分含量まで（例えば、エネルギーを加え
ることにより約０．１～約２５％の水分）まで乾燥させて、多孔質溶解性固体構造の形態
の物品を形成する工程、及び（５）疎水性表面残留コーティングが物品の固体／空気境界
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面に吸着してコーティング物品を形成するように、物品に疎水性表面残留コーティングを
塗布する工程。このコーティングは、非界面活性剤系美容有益剤（例えば、美容有効成分
）を含むことができる。
【００１１】
　加えて、本発明は、物品が販売若しくは使用時点において、最終消費者によるか又はサ
ロンなどの専門家によるかのいずれかでカスタム化できる手段を提供する。これは、カス
タム化された使用状況を提供することができ、１つ以上の所望の美容効果を達成するため
に消費者が様々な有益剤の中からどれかを選択すること（例えば、芳香剤、ヘアコンディ
ショニング剤の選択）を可能にする。この実施形態では、物品の製造方法は、以下を含む
：（１）本明細書に記載の多孔質溶解性固体構造物の形態のパーソナルケア物品を得る工
程、及び（２）この物品の固体／空気境界面上に吸着する非界面活性剤系有益剤を含む疎
水性表面残留コーティングを塗布する工程。
【００１２】
　物品の表面に吸収される表面残留コーティングを形成するように物品に疎水性有益剤を
適用するために、任意の好適な適用方法を使用することができる。例えば、これは、噴霧
、展着、滴下、プリント、異なる物品間若しくは同一物品の異なる部分の間でのサンドイ
ッチ、層化、注入、ロールオン又は浸漬で行うことができる。疎水性有益剤は、物品の外
面の部分又は全域に適用することができ、飾り、装飾、ロゴ形成、デザインなどの方法で
適用することができる。
【００１３】
　疎水性表面残留コーティングは「流動可能」であるが、これは物品への適用時に液体状
態であり、２５℃～８０℃の温度にて０．３３ｍ2／秒（３，０００，０００センチスト
ークス）の粘度を有することを意味する。
【００１４】
　このコーティングはまた疎水性であり、０（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2～１０（ｃａｌ／ｃｍ
3）1/2、特定の実施形態では１（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2～１０（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2、いく
つかの実施形態では約３～約１０（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2、他の実施形態では約５～約１０
（ｃａｌ／ｃｍ3）1/2のＶａｕｇｈａｎの溶解度パラメーター（「ＶＳＰ」）を有し、非
界面活性剤系美容有益剤を含む。疎水性コーティングは、液体、複合液体、油、分散した
相（例えば、固体又は液体のいずれか）を有する油、エマルション又はこれらの混合物な
どの任意の好適な形態であることができる。Ｖａｕｇｈａｎの溶解度パラメーターは、Ｖ
ａｕｇｈａｎによりＣｏｓｍｅｔｉｃｓ　ａｎｄ　Ｔｏｉｌｅｔｒｉｅｓ，Ｖｏｌ．１０
３で定義されているように、決定される。約５～約１０の範囲のＶＳＰ値を有する疎水性
湿潤物質の非限定例としては、次のものが挙げられる：ジメチコン５．９２、スクアレン
６．０３、ペトロラタム７．３３、パルミチン酸イソプロピル７．７８、ミリスチン酸イ
ソプロピル８．０２、ヒマシ油８．９０、コレステロール９．５５、ベニバナ油６．４２
及び白色鉱油７．０９（Ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ，Ｅｆｆｅｃｔｓ　ｉｎ　Ｐｒｏｄｕｃｔ
，Ｐａｃｋａｇｅ，Ｐｅｎｅｔｒａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｐｒｅｓｅｒｖａｔｉｏｎ，Ｃ．
Ｄ．Ｖａｕｇｈａｎ，Ｃｏｓｍｅｔｉｃｓ　ａｎｄ　Ｔｏｉｌｅｔｒｉｅｓ，Ｖｏｌ．１
０３，Ｏｃｔｏｂｅｒ　１９８８に報告されている通り）。
【００１５】
　特定の実施形態では、本パーソナルケア物品は、約１２５グラム／ｍ2～約３，０００
グラム／ｍ2、１つの実施形態では約２００グラム／ｍ2～約２，５００グラム／ｍ2、別
の実施形態では約３００グラム／ｍ2～約２，０００グラム／ｍ2、更に別の実施形態では
約４００グラム／ｍ2～約１，５００グラム／ｍ2の坪量を有する。
【００１６】
　特定の実施形態では、本パーソナルケア物品は、約０．５ｍｍ～約１０ｍｍ、特定の実
施形態では約１ｍｍ～約９ｍｍ、別の実施形態では約２ｍｍ～約８ｍｍ、更に別の実施形
態では約３ｍｍ～約７ｍｍの厚さを有する。
【００１７】
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　１つの実施形態では、１つ以上の水溶性ポリマーのうちの少なくとも１つは、水溶性ポ
リマーの２重量％溶液が２０℃で約４センチポアズ～約８０センチポアズの粘度を与える
ように、選択される。
【００１８】
　１つの実施形態では、本パーソナルケア物品は、非常に低い泡体積を有し、これは約０
ｍＬ～約２０ｍＬ、他の実施形態では約０ｍＬ～約１５ｍＬ、更に他の実施形態では約０
ｍＬ～約１０ｍＬであり得る。別の実施形態では、パーソナルケア物品は、発泡性物品で
あり、２０ｍＬを超える泡体積を有する。
【００１９】
　本発明のこれら及び他の態様及び利点は、本発明の以下の詳細な説明を読むことによっ
て当業者に明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
　本明細書は、本発明を特定して指摘し明確に請求する請求項で完結しているが、本発明
は、添付図面と併せ読むことにより、よりよく理解されると考えられる。
【図１】本明細書の実施例１２からの同じ断面図の、元々のＳＥＭ像（左側）とシリコー
ンのＳＥＭ元素マップ（右側）との代表的な断面比較。シリコーンの存在は、白色として
示される。
【図２】本明細書の実施例１２からの同じ断面図の、元々のＳＥＭ像（左側）とシリコー
ンのＳＥＭ元素マップ（右側）との代表的な断面比較。シリコーンの存在は、白色として
示される。
【図３】本明細書の実施例１２からの同じ断面図の、元々のＳＥＭ像（左側）とシリコー
ンのＳＥＭ元素マップ（右側）との代表的な断面比較。シリコーンの存在は、白色として
示される。
【図４】本明細書の実施例１２からの同じ断面図の、元々のＳＥＭ像（左側）とシリコー
ンのＳＥＭ元素マップ（右側）との代表的な断面比較。シリコーンの存在は、白色として
示される。
【００２１】
　これらの図から、ケイ素（シリコーンの代表）が主に多孔質固体／空気境界面に残留し
、その一方で、切断したばかりの固体気泡壁の内部にわたって分布していることが明瞭に
理解できる。これらの図は、複数の固体／空気境界面（上面及び固体内部の露出空隙内の
両方）にわたる表面残留コーティングとしてのシリコーン系美容有効成分の存在を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　定義
　特に記載のない限り、本発明の全ての実施形態において、全ての濃度及び百分率は、組
成物全体の重量（例えば、物品の総重量）によるものである。特に記載のない限り、全て
の比率は重量比である。全ての範囲は、包括的であり結合可能である。有効数字の数は、
表示された量に対する限定を表すものでも、測定値の精度に対する限定を表すものでもな
い。特に指示がない限り、全ての数量は、「約」という単語によって修飾されるものと解
される。特に指示がない限り、全測定は２５℃にて周囲条件下で行われたものと理解され
、「周囲条件」は、圧力約１気圧の下及び約５０％の相対湿度における条件を意味する。
列挙される成分に関するこのような全ての重量は、活性濃度に基づいており、別段の指定
がない限り、市販の物質に包含されている可能性のあるキャリアや副生成物を包含しない
。
【００２３】
　本明細書で使用するとき、「パーソナルケア組成物」とは、過度の望ましくない効果を
伴わずに、哺乳類のケラチン性組織に適用され得る組成物を意味する。パーソナルケア組
成物は、本明細書に開示されるように、物品（多孔質溶解性固体基材）の形態であること
ができる。
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【００２４】
　本明細書で使用するとき、「ケラチン性組織」とは、哺乳類の最も外側の保護被覆とし
て配置されるケラチン含有層を意味し、これには皮膚、毛髪、頭皮、及び爪が挙げられる
が、これらに限定されない。
【００２５】
　本明細書で使用するとき、用語「非界面活性剤系美容有効成分」又は「美容有効成分」
又は「有益剤」又は「美容有益剤」は、哺乳類ケラチン性組織に適用されるとケラチン性
組織に効果をもたらす、１つの非界面活性剤系物質又は１つ以上の非界面活性剤系物質の
混合物を意味する。本明細書で使用するとき、用語「非界面活性剤系美容有効成分」及び
「美容有効成分」は互換的に使用される。用語「非界面活性剤系美容有効成分」は、皮膚
ケア有効成分、毛髪ケア有効成分、及び美容有効成分を含むのに十分幅広く、本出願を通
してこのような用語と互換的に使用することができる。美容有効成分は、皮脂防止、皮膚
及び毛髪の、脂ぎった及び／又は光沢のある外観の低減、乾燥状態、かゆみ及び／又はカ
サカサ感（flakiness）の低減、皮膚の毛穴の大きさ、剥離、落屑の低減、ケラチン組織
の外観の改善、コンディショニング、なめらかにすることなどが挙げられるが、これらに
限定されない美容効果をもたらし得る。
【００２６】
　哺乳類ケラチン性組織に関して本明細書で使用するとき、「美容効果」又は「効果」と
しては、洗浄、皮脂防止、皮膚及び毛髪の、脂ぎった及び／又は光沢のある外観の低減、
乾燥状態、かゆみ及び／又はカサカサ感（flakiness）の低減、皮膚の毛穴の大きさ、剥
離、落屑の低減、ケラチン組織の外観の改善、コンディショニング、なめらかにすること
などが挙げられるが、これらに限定されない。
【００２７】
　本明細書で使用するとき、用語「コンディショニング効果」は、光沢、柔軟性、櫛通し
の良さ、静電気防止特性、濡れたときの扱い、ダメージ、扱いやすさ、ボリューム及び脂
っぽさに関して、消費者に認識された１つ以上の効果を指す。
【００２８】
　本明細書で使用するとき、「溶解性」は、多孔質溶解性固体基材が、本明細書に記載の
「手溶解方式試験」を満足する溶解度を有することを意味する。
【００２９】
　本明細書で使用するとき、「多孔質溶解性固体基材」は、周囲大気のガス、典型的には
空気、を含有する隙間又は気泡の網状組織を定義するする固体の、相互結合した、ポリマ
ー含有マトリックスを意味する。その構造物の相互結合性は、星形体積、構造モデル指数
（ＳＭＩ）、又は開放気泡含有率によって記載され得る。
【００３０】
　本明細書で使用するとき、用語「コーティング」は、多孔質溶解性固体基材の表面の少
なくとも一部分上に有効成分を配置すること指す。基材の多孔質性に起因して、有効成分
は、露出された固体／空気境界面の全てにわたって均一に広がることはない。むしろ、本
発明の有効成分は、典型的には、コーティング適用地点から重力に従って空隙の中に広が
る。
【００３１】
　非界面活性剤系疎水性美容有益剤
　本発明の物品は、疎水性表面残留コーティングを含み、ここで、このコーティングは、
非界面活性剤系美容有益剤であるか又はそれを含む。本物品は、１つの実施形態では約１
％～約６０％、他の実施形態では約１％～約２５％、別の実施形態では約１％～約１５％
、更に別の実施形態では約５％～約１０％の疎水性表面残留コーティングを含む。
【００３２】
　任意の好適な非界面活性剤系疎水性美容有益剤を使用することができる。例えば、これ
らとしては、シリコーン、ペトロラタム、炭化水素油（例えば、鉱油）、天然及び合成ワ
ックス（例えば、マイクロクリスタリンワックス）、パラフィン、オゾケライト、ポリエ
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チレン、ポリブテン、ポリデセン、ペンタヒドロスクアレン、植物油、トリグリセリド、
油脂並びにこれらの組み合わせなどの毛髪又は皮膚コンディショナーを挙げることができ
る。更に、有益剤は、香料（例えば、香油）であることができる又はそれを含むことがで
きる。本明細書に用いるのに好適ないくつかの有益剤は、以下に記載される。
【００３３】
　コンディショニング剤
　コンディショニング剤は、特別なコンディショニング効果を毛髪及び／又は皮膚に与え
るために用いられるいかなる物質も包含する。毛髪トリートメント組成物において、好適
なコンディショニング剤としては、光沢、柔軟性、櫛通しの良さ、静電気防止特性、濡れ
たときの扱い、ダメージ、扱いやすさ、ボリューム及び脂っぽさに関する１つ以上の効果
をもたらすものが挙げられる。本発明の組成物に有用なコンディショニング剤は、典型的
には、非水溶性及び不揮発性の液体を含む。本組成物に用いるのに好適なコンディショニ
ング剤は、一般にシリコーン（例えば、シリコーンオイル、カチオン性シリコーン、シリ
コーンガム、屈折率の高いシリコーン、及びシリコーン樹脂）、有機コンディショニング
オイル（例えば、炭化水素油、ポリオレフィン、及び脂肪酸エステル）若しくはこれらの
組み合わせとして特徴付けられるコンディショニング剤、又はさもなければ本明細書の水
性界面活性剤マトリックス中に液状の分散した粒子を形成するコンディショニング剤であ
る。
【００３４】
　組成物のコンディショニング剤の濃度は、所望のコンディショニングの利点を提供する
のに十分でなくてはならず、また当業者には明白である。このような濃度は、コンディシ
ョニング剤、所望のコンディショニング性能、他の構成成分の種類及び濃度、並びに他の
同様の要因により様々であり得る。
【００３５】
　１．シリコーン
　本発明の組成物のコンディショニング剤は、好ましくは、不溶性シリコーンコンディシ
ョニング剤である。シリコーンコンディショニング剤は、揮発性シリコーン、不揮発性シ
リコーン、又はこれらの組み合わせを含んでもよい。不揮発性シリコーンコンディショニ
ング剤が好ましい。揮発性シリコーンが存在する場合、典型的にはシリコーンガムや樹脂
のような、市販の形態の不揮発性シリコーン物質成分のための溶媒又はキャリアとしての
それらの使用に付随する。シリコーンコンディショニング剤粒子は、シリコーン流体コン
ディショニング剤を含んでもよく、またシリコーン流体の付着効率を改善するか又は毛髪
の光沢度を高めるための他の成分（シリコーン樹脂など）を更に含んでもよい。
【００３６】
　シリコーンコンディショニング剤の濃度は、典型的には約０．５％～約３０％、１つの
実施形態では約１％～約２４％、別の実施形態では約２％～約１６％、別の実施形態では
約３％～約８％の範囲である。適したシリコーンコンディショニング剤及びシリコーンの
ための任意の懸濁剤の非限定例は、米国再発行特許第３４，５８４号、米国特許第５，１
０４，６４６号、及び米国特許第５，１０６，６０９号に記載されている。本発明の組成
物に用られるシリコーンコンディショニング剤は、２５℃で測定したときに、約０．００
００２～約２ｍ2／秒（約２０～約２，０００，０００センチストークス）（「ｃＳｔ」
）、１つの実施形態では約０．００１～約１．８ｍ2／秒（約１，０００～約１，８００
，０００ｃＳｔ）、他の実施形態では約０．０５～約１．５ｍ2／秒（約５０，０００～
約１，５００，０００ｃＳｔ）、特定の実施形態では約０．１ｍ2／秒～約１．５ｍ2／秒
（約１００，０００～約１，５００，０００ｃＳｔ）の粘度を有することができる。
【００３７】
　シリコーン流体、ガム及び樹脂、並びにシリコーンの製造を議論する項を包含するシリ
コーンの背景資料は、Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃ
ｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ，ｖｏｌ．１５，２ｄ　ｅｄ．，ｐｐ．２０４～３
０８，Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ，Ｉｎｃ．（１９８９）に見出される。
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【００３８】
　本発明のヘアコンディショニング有効成分は、高分子量のポリアルキルシロキサン又は
ポリアリールシロキサン及びシリコーンガム；低分子量の液体ポリジメチルシロキサン流
体；並びにアミノシリコーンが挙げられる、１つ以上のシリコーンを含むことができる。
【００３９】
　高分子量のポリアルキルシロキサン又はポリアリールシロキサン及びシリコーンガムは
、２５℃で、１つの実施形態では約１００，０００ｍＰａ・ｓ～約３０，０００，０００
ｍＰａ・ｓ、別の実施形態では約２００，０００ｍＰａ・ｓ～約３０，０００，０００ｍ
Ｐａ・ｓの粘度を、並びに、約１００，０００～約１，０００，０００、いくつかの実施
形態では約１２０，０００～約１，０００，０００の分子量を有する。
【００４０】
　本明細書で有用な好ましいより高分子量のシリコーン化合物としては、以下の構造を有
するポリアルキルシロキサン又はポリアリールシロキサンが挙げられる：
【００４１】

【化１】

　式中、Ｒ93はアルキル又はアリールであり、ｐは、約１，３００～約１５，０００、よ
り好ましくは約１，６００～約１５，０００の整数である。Ｚ8は、シリコーン鎖の末端
を封鎖する基を表す。シロキサン鎖上で置換されるアルキル若しくはアリール基（Ｒ93）
又はシロキサン鎖の末端に置換されるアルキル若しくはアリール基Ｚ8は、得られるシリ
コーンが室温で流体のままであり、分散性があり、毛髪に適用されたときに刺激性がなく
、毒性やその他の害もなく、組成物の他の構成成分と相溶性があり、通常の使用及び保管
条件下で化学的に安定であり、毛髪に付着することができ、毛髪の状態を整える限り、い
かなる構造をも有することができる。好適なＺ8基としては、ヒドロキシ、メチル、メト
キシ、エトキシ、プロポキシ、及びアリールオキシが挙げられる。ケイ素原子上の２つの
Ｒ93基は、同一の基又は異なる基を表してもよい。好ましくは、２つのＲ93基は同一の基
を表す。好適なＲ93基としては、メチル、エチル、プロピル、フェニル、メチルフェニル
及びフェニルメチルが挙げられる。好ましいシリコーン化合物は、ポリジメチルシロキサ
ン、ポリジエチルシロキサン、及びポリメチルフェニルシロキサンである。ジメチコンと
しても知られるポリジメチルシロキサンが、特に好ましい。本明細書で有用な市販のシリ
コーン化合物としては、例えば、Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏｍｐａｎｙか
ら入手可能なＴＳＦ４５１シリーズ、及びＤｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇから入手可能なＳＨ２
００シリーズが挙げられる。
【００４２】
　本明細書で使用され得るシリコーン化合物としては、シリコーンガムも挙げることがで
きる。本明細書で使用するとき、用語「シリコーンガム」は、２５℃で１，０００，００
０ｍＰａ・ｓ以上の粘度を有するポリオルガノシロキサン物質を意味する。本明細書に記
載のシリコーンガムはまた、上に開示したシリコーン化合物と一部重複する部分も有り得
るとみなされる。この重複は、これらの物質のいずれにおいても限定を意図しない。「シ
リコーンガム」は、典型的に約１６５，０００を超え、一般的に約１６５，０００～約１
，０００，０００の質量分子量を有する。具体的な例としては、ポリジメチルシロキサン
、ポリ（ジメチルシロキサン・メチルビニルシロキサン）コポリマー、ポリ（ジメチルシ
ロキサン・ジフェニルシロキサン・メチルビニルシロキサン）コポリマー及びこれらの混
合物が挙げられる。本明細書で有用な市販のシリコーンガムとしては、例えば、Ｇｅｎｅ
ｒａｌ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能なＴＳＥ２００Ａ及びＣＦ３３
０Ｍが挙げられる。
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【００４３】
　より低分子量のシリコーンは、２５℃で、約１ｍＰａ・ｓ～約１０，０００ｍＰａ・ｓ
、いくつかの実施形態では約５ｍＰａ・ｓ～約５，０００ｍＰａ・ｓの粘度を、並びに、
約４００～約６５，０００、いくつかの実施形態では約８００～約５０，０００の分子量
を有する。
【００４４】
　本明細書で有用な好ましいより低分子量のシリコーン化合物としては、以下の構造を有
するポリアルキルシロキサン又はポリアリールシロキサンが挙げられる：
【００４５】
【化２】

　式中、Ｒ93はアルキル又はアリールであり、ｐは約７～約８５０の整数であり、より好
ましくは約７～約６６５の整数である。Ｚ8は、シリコーン鎖の末端を封鎖する基を表す
。シロキサン鎖上で置換されるアルキル若しくはアリール基（Ｒ93）又はシロキサン鎖の
末端に置換されるアルキル若しくはアリール基Ｚ8は、得られるシリコーンが室温で流体
のままであり、分散性があり、毛髪に適用されたときに刺激性がなく、毒性やその他の害
もなく、組成物の他の構成成分と相溶性があり、通常の使用及び保管条件下で化学的に安
定であり、毛髪に付着することができ、毛髪の状態を整える限り、いかなる構造をも有す
ることができる。好適なＺ8基としては、ヒドロキシ、メチル、メトキシ、エトキシ、プ
ロポキシ、及びアリールオキシが挙げられる。ケイ素原子上の２つのＲ93基は、同一の基
又は異なる基を表してもよい。好ましくは、２つのＲ93基は同一の基を表す。好適なＲ93

基としては、メチル、エチル、プロピル、フェニル、メチルフェニル及びフェニルメチル
が挙げられる。好ましいシリコーン化合物は、ポリジメチルシロキサン、ポリジエチルシ
ロキサン、及びポリメチルフェニルシロキサンである。ジメチコンとしても知られるポリ
ジメチルシロキサンが、特に好ましい。本明細書で有用なこれらのシリコーン化合物の市
販のものとしては、例えば、Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏｍｐａｎｙから入
手可能なＴＳＦ４５１シリーズ、及びＤｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇから入手可能なＳＨ２００
シリーズが挙げられる。
【００４６】
　１つの実施形態では、本発明の活性剤には１つ以上のアミノシリコーンが含まれる。ア
ミノシリコーンは、本明細書で提供されるように、少なくとも１つの第一級アミン、第二
級アミン、第三級アミン、又は第四級アンモニウム基を含むシリコーンである。好ましい
アミノシリコーンは、このアミノシリコーンの約０．５重量％未満、より好ましくは約０
．２重量％未満、更に好ましくは約０．１重量％未満の窒素を有していてよい。アミノシ
リコーン中の窒素（アミン官能基）の濃度が高くなるほど、摩擦低下が生じにくくなり、
またその結果、アミノシリコーンからのコンディショニング効果が減少する傾向がある。
いくつかの製品形態においては、本発明にしたがってより高い濃度の窒素も許容範囲であ
ることを理解すべきである。
【００４７】
　アミノシリコーンは、特定の実施形態では約１，０００センチストークス（「ｃＳｔ」
）～約１００，０００ｃＳｔ、別の実施形態では約２，０００ｃＳｔ～約５０，０００ｃ
Ｓｔ、更に別の実施形態では約４，０００ｃＳｔ～約４０，０００ｃＳｔ、更に別の実施
形態では約６，０００ｃＳｔ～約３０，０００ｃＳｔの粘度を有する。本明細書に記載の
アミノシリコーンの粘度は２５℃で測定される。
【００４８】
　アミノシリコーンは、本発明の組成物中に、約０．５重量％～約３０重量％、別の実施
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形態では約１．０重量％～約２４重量％、別の実施形態では約２．０重量％～約１６重量
％、更に別の実施形態では約３．０重量％～約８重量％の濃度で含有することができる。
【００４９】
　本発明の実施形態に用られる好ましいアミノシリコーンの例としては、一般式（Ｉ）に
適合するものが挙げられるが、これらに限定されない：
　（Ｒ1）aＧ3-a－Ｓｉ－（－ＯＳｉＧ2）n－（－ＯＳｉＧb（Ｒ1）2-b）m－Ｏ－ＳｉＧ3

-a（Ｒ1）a

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｉ）
　式中、Ｇは水素、フェニル、ヒドロキシ又はＣ1～Ｃ8アルキル、好ましくはメチルであ
り、ａは０又は１～３の値を有する整数、好ましくは１であり、ｂは０、１又は２、好ま
しくは１であり（ここで、ａが０である場合、ｂは２ではない）、ｎは０～１，９９９の
数であり、ｍは０～１，９９９の整数であり、ｎとｍとの合計は１～２，０００の数であ
り、ａ及びｍは両方共に０にはならず、Ｒ1は一般式ＣｑＨ2qＬに従う一価のラジカルで
あり、式中、ｑは２～８の値を有する整数であり、Ｌは以下の基：－Ｎ（Ｒ2）ＣＨ2－Ｃ
Ｈ2－Ｎ（Ｒ2）2、－Ｎ（Ｒ2）2、－Ｎ（Ｒ2）＋3Ａ

-、－Ｎ（Ｒ2）ＣＨ2－ＣＨ2－Ｎ　
Ｒ2Ｈ2Ａ

-から選択され、式中、Ｒ2は水素、フェニル、ベンジル又は飽和炭化水素ラジカ
ル、好ましくは約Ｃ1～約Ｃ20のアルキルラジカルであり、Ａ-はハロゲン化物イオンであ
る。
【００５０】
　本明細書での使用のためのいくつかのシリコーンとしては、式中、ｍ＝０、ａ＝１、ｑ
＝３、Ｇ＝メチルであり、ｎは好ましくは約１５００～約１７００、より好ましくは約１
６００であり、Ｌは－Ｎ（ＣＨ3）2又は－ＮＨ2であり、より好ましくは－ＮＨ2である、
式（Ｉ）に対応するアミノシリコーンを挙げることができる。他のアミノシリコーンとし
ては、式中、ｍ＝０、ａ＝１、ｑ＝３、Ｇ＝メチルであり、ｎは好ましくは約４００～約
６００、より好ましくは約５００であり、Ｌは－Ｎ（ＣＨ3）2又は－ＮＨ2であり、より
好ましくは－ＮＨ2である、式（Ｉ）に対応するアミノシリコーンを挙げることができる
。これらのアミノシリコーンは末端アミノシリコーンと呼ぶことができるが、これはシリ
コーン鎖の一端又は両端が窒素含有基によって末端処理されているためである。
【００５１】
　式（Ｉ）に対応する代表的なアミノシリコーンは、「トリメチルシリルアモジメチコン
」として知られるポリマーであり、下記の式（ＩＩ）：
【００５２】
【化３】

　式中、ｎは１～１，９９９の数であり、ｍは１～１，９９９の数である。
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【００５３】
　２．有機コンディショニングオイル
　本発明の組成物のコンディショニング成分はまた、コンディショニング剤として、約０
．０５％～約３％、１つの実施形態では約０．０８％～約１．５％、特定の実施形態では
約０．１％～約１％の少なくとも１つの有機コンディショニングオイルを、単独で又はシ
リコーンのような他のコンディショニング剤と組み合わせて含んでもよい。
【００５４】
　本発明において好適な炭化水素系有益物質は、１００～２，０００Ｐａのヤング率を有
することができる。１つの実施形態では、炭化水素系有益物質は、２０超の平均炭素鎖長
、別の実施形態では３０超の平均炭素鎖長、更に他の実施形態では４０超の平均炭素鎖長
を含む。
【００５５】
　この炭化水素系有益物質は、稠度値（ｋ）及び剪断指数（ｎ）により定義されるような
好ましいレオロジー特性を有する。本明細書で使用されるとき、用語「稠度値」又は「ｋ
」は、脂質粘度の尺度であり、その粘度が剪断力の関数である物質について粘度を定義す
るために、剪断指数と組み合わせて使用される。測定は３５℃で行われ、単位はポアズ（
１００ｃｐｓに等しい）である。本明細書で使用されるとき、用語「剪断指数」又は「ｎ
」は、脂質粘度の尺度であり、その粘度が剪断力の関数である物質について粘度を定義す
るため、稠度値と組み合わせて使用される。測定は３５℃で行われ、単位は無次元である
。稠度値（ｋ）及び剪断指数（ｎ）は、下記の試験方法において更に詳しく述べる。好ま
しい稠度値の範囲は、１～１０，０００ポアズ（１／秒）n-1、好ましくは１０～２００
０ポアズ（１／秒）n-1、より好ましくは５０～１０００ポアズ（１／秒）n-1である。剪
断指数の範囲は、０．１～０．８、好ましくは０．１～０．５、より好ましくは０．２０
～０．４である。これらの好ましいレオロジー特性は、皮膚上での有益剤の付着が改善さ
れた組成物を提供するのに特に有用である。
【００５６】
　ａ．炭化水素油
　本発明の組成物においてコンディショニング剤として使用するのに適切な有機コンディ
ショニングオイルとしては、少なくとも約１０個の炭素原子を有する炭化水素油、例えば
、環状炭化水素、直鎖脂肪族炭化水素（飽和又は不飽和）、及び分枝鎖脂肪族炭化水素（
飽和又は不飽和）、これらのポリマー及びこれらの混合物が挙げられるが、これらに限定
されない。直鎖炭化水素油は、好ましくは約Ｃ12～約Ｃ19である。分枝鎖炭化水素油（炭
化水素ポリマーを包含する）は典型的には１９個より多い炭素原子を含有する。
【００５７】
　これらの炭化水素油の具体例には、パラフィン油、鉱物油、飽和及び不飽和ドデカン、
飽和及び不飽和トリデカン、飽和及び不飽和テトラデカン、飽和及び不飽和ペンタデカン
、飽和及び不飽和ヘキサデカン、ポリブテン、ポリデセン、並びにこれらの混合物が挙げ
られるが、これらに限定されない。これらの化合物の分枝鎖異性体並びに長鎖炭化水素も
また用いることができ、例としては、ペルメチル置換型異性体のような高度に分岐され、
飽和又は不飽和化されたアルカン、例えば２，２，４，４，６，６，８，８－ジメチル－
１０－メチルウンデカン及び２，２，４，４，６，６－ジメチル－８－メチルノナン（Ｐ
ｅｒｍｅｔｈｙｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから入手可能）のようなヘキサデカン及びエ
イコサンのペルメチル置換型異性体が挙げられる。ポリブテン及びポリデセンのような炭
化水素ポリマー。好ましい炭化水素ポリマーは、イソブチレンとブテンとのコポリマーの
ようなポリブテンである。この種類の市販されている物質は、Ａｍｏｃｏ　Ｃｈｅｍｉｃ
ａｌ　ＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎのＬ－１４ポリブテンである。組成物中のこのような炭化
水素油の濃度は、好ましくは約０．０５％～約２０％、あるいは約０．０８％～約１．５
％、あるいは約０．１％～約１％の範囲であることができる。
【００５８】
　ｂ．ポリオレフィン
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　本発明の組成物に用られる有機コンディショニングオイルとしては、液体ポリオレフィ
ン、より好ましくは液体ポリ－α－オレフィン、より好ましくは水素添加液体ポリ－α－
オレフィンも挙げることができる。本明細書に用いるポリオレフィンは、Ｃ4～約Ｃ14、
好ましくは約Ｃ6～約Ｃ12のオレフィンモノマーの重合によって調製される。
【００５９】
　本明細書のポリオレフィン液を調製するのに使用するためのオレフィンモノマーの非限
定例には、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１－オク
テン、１－デセン、１－ドデセン、１－テトラデセン、４－メチル－１－ペンテンのよう
な分岐鎖異性体、及びこれらの混合物が挙げられる。また、ポリオレフィン液を調製する
のに適したものはオレフィン含有の製油原液又は流出液である。好ましい水素添加α－オ
レフィンモノマーとしては、１－ヘキセンから１－ヘキサデセン、１－オクテンから１－
テトラデセン、及びこれらの混合物が挙げられるが、これらに限定されない。
【００６０】
　ｃ．脂肪酸エステル
　本発明の組成物においてコンディショニング剤として使用するための他の好適な有機コ
ンディショニングオイルとしては、少なくとも１０個の炭素原子を有する脂肪酸エステル
が挙げられるが、これらに限定されない。これらの脂肪酸エステルとしては、脂肪酸又は
アルコールに由来するヒドロカルビル鎖とのエステル（例えばモノエステル、多価アルコ
ールエステル、及びジ－及びトリ－カルボン酸エステル）が挙げられる。この脂肪酸エス
テルのヒドロカルビルラジカルは、アミド及びアルコキシ部分（例えばエトキシ又はエー
テル結合等）のようなその他の適合性のある官能基を包含するか又はそこへ共有結合して
もよい。
【００６１】
　好ましい脂肪酸エステルの具体例としては、イソステアリン酸イソプロピル、ラウリン
酸ヘキシル、ラウリン酸イソヘキシル、パルミチン酸イソヘキシル、パルミチン酸イソプ
ロピル、オレイン酸デシル、オレイン酸イソデシル、ステアリン酸ヘキサデシル、ステア
リン酸デシル、イソステアリン酸イソプロピル、アジピン酸ジヘキシルデシル、乳酸ラウ
リル、乳酸ミリスチル、乳酸セチル、ステアリン酸オレイル、オレイン酸オレイル、ミリ
スチン酸オレイル、酢酸ラウリル、プロピオン酸セチル及びアジピン酸オレイルが挙げら
れるが、これらに限定されない。
【００６２】
　本発明の組成物に用いるのに好適なその他の脂肪酸エステルは、一般式Ｒ’ＣＯＯＲの
モノカルボン酸エステルであり、ここで、Ｒ’及びＲはアルキル又はアルケニルラジカル
であり、Ｒ’及びＲの炭素原子の合計は、少なくとも１０個、好ましくは少なくとも２２
個である。
【００６３】
　本発明の組成物に用いるのに好適な更にその他の脂肪酸エステルは、カルボン酸のジ－
及びトリ－アルキル並びにアルケニルエステル、例えばＣ4～Ｃ8ジカルボン酸エステル（
例えば、コハク酸、グルタル酸、及びアジピン酸のＣ1～Ｃ22のエステル、好ましくはＣ1

～Ｃ6のエステル）である。カルボン酸のジ－及びトリ－アルキル並びにアルケニルエス
テルの具体的な非限定例には、ステアリン酸イソセチルステアリオール（stearyol）、ア
ジピン酸ジイソプロピル、及びクエン酸トリステアリルが挙げられる。
【００６４】
　本発明の組成物に用いるのに適したその他の脂肪酸エステルは、多価アルコールエステ
ルとして既知のものである。このような多価アルコールエステルとしては、エチレングリ
コールモノ及びジ脂肪酸エステル（ethylene glycol mono and di-fatty acids）、ジエ
チレングリコールモノ及びジ脂肪酸エステル、ポリエチレングリコールモノ及びジ脂肪酸
エステル、プロピレングリコールモノ及びジ脂肪酸エステル、ポリプロピレングリコール
モノオレエート、ポリプロピレングリコール２０００モノステアレート、エトキシル化プ
ロピレングリコールモノステアレート、グリセリルモノ及びジ脂肪酸エステル、ポリグリ
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セロールポリ脂肪酸エステル、エトキシル化モノステアリン酸グリセリル、１，３－ブチ
レングリコールモノステアレート、１，３－ブチレングリコールジステアレート、ポリオ
キシエチレンポリオール脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、並びにポリオキシ
エチレンソルビタン脂肪酸エステルのようなアルキレングリコールエステルが挙げられる
。
【００６５】
　本発明の組成物に用いるのに好適な更に他の脂肪酸エステルはグリセリドであり、これ
には、モノ－、ジ－、及びトリ－グリセリド、好ましくはジ－及びトリ－グリセリド、よ
り好ましくはトリグリセリドが挙げられるが、これらに限定されない。グリセリドは、本
明細書に記載の組成物に使用する場合、好ましくは、Ｃ10～Ｃ22のカルボン酸のような長
鎖カルボン酸とグリセロールのモノ－、ジ－及びトリ－エステルである。種々のこれらの
種類の物質は、植物及び動物の油脂、例えばヒマシ油、ベニバナ油、綿実油、とうもろこ
し油、オリーブ油、タラ肝油、アーモンド油、アボカドオイル、パーム油、胡麻油、ラノ
リン及び大豆油から得ることができる。合成油には、トリオレイン及びトリステアリング
リセリルジラウレートが挙げられるが、これらに限定されない。
【００６６】
　本発明の組成物に用いるのに好適なその他の脂肪酸エステルは、非水溶性の合成脂肪酸
エステルである。幾つかの好ましい合成エステルは、次の一般式（ＩＸ）に従う：
【００６７】
【化４】

　式中、Ｒ1はＣ7～Ｃ9アルキル、アルケニル、ヒドロキシアルキル又はヒドロキシアル
ケニル基、好ましくは飽和アルキル基、より好ましくは飽和直鎖アルキル基であり、ｎは
２～４、好ましくは３の値を有する正の整数であり、Ｙは約２～約２０の炭素原子、好ま
しくは約３～約１４の炭素原子を有するアルキル、アルケニル、ヒドロキシ又はカルボキ
シ置換アルキル又はアルケニルである。他の好ましい合成エステルは、次の一般式（Ｘ）
に従う：
【００６８】
【化５】

　式中、Ｒ2はＣ8～Ｃ10アルキル、アルケニル、ヒドロキシアルキル又はヒドロキシアル
ケニル基であり、好ましくは飽和アルキル基、より好ましくは飽和直鎖アルキル基であり
、ｎ及びＹは、上記の式（Ｘ）で定義したとおりである。
【００６９】
　本発明の組成物に用いるのに好適な合成脂肪酸エステルの具体的な非限定例としては、
Ｐ－４３（トリメチロールプロパンのＣ8～Ｃ10のトリエステル）、ＭＣＰ－６８４（３
，３ジエタノール－１，５ペンタジオールのテトラエステル）、ＭＣＰ　１２１（アジピ
ン酸のＣ8～Ｃ10のジエステル）が挙げられるが、これら全てはＭｏｂｉｌ　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙより入手可能である。
【００７０】
　３．他のコンディショニング剤
　同様に、本明細書の組成物に用いるのに好適であるのは、Ｐｒｏｃｔｅｒ　＆　Ｇａｍ
ｂｌｅ　Ｃｏｍｐａｎｙにより米国特許第５，６７４，４７８号及び第５，７５０，１２
２号に記載されているコンディショニング剤である。また、本明細書に用いるのに好適で
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あるのは、米国特許第４，５２９，５８６号（Ｃｌａｉｒｏｌ）、同第４，５０７，２８
０号（Ｃｌａｉｒｏｌ）、同第４，６６３，１５８号（Ｃｌａｉｒｏｌ）、同第４，１９
７，８６５号（Ｌ’Ｏｒｅａｌ）、同第４，２１７，９１４号（Ｌ’Ｏｒｅａｌ）、同第
４，３８１，９１９号（Ｌ’Ｏｒｅａｌ）、及び第４，４２２，８５３号（Ｌ’Ｏｒｅａ
ｌ）に記載されているコンディショニング剤である。
【００７１】
　香料
　本発明の非界面活性剤系疎水性美容有益剤はまた、１つ以上の香料を含んでもよい。１
つ以上の香料は、皮膚及び／又は毛髪への局所適用に好適であると共にパーソナルケア組
成物に用いるのに好適である任意の香料又は香料化学物質から選択され得る。パーソナル
ケア組成物中の香料の濃度は、所望の香りをもたらすのに効果的であるべきであり、これ
には無香が挙げられるがこれに限定されない。香りのする主な香料の濃度は、固体物品の
、一般に約０．５重量％～約３０重量％、１つの実施形態では約１重量％～約２０重量％
、更に別の実施形態では約２重量％～約１０重量％、更に別の実施形態では約３重量％～
約８重量％である。
【００７２】
　香料は、香料類、約２５０℃未満の沸点を有する高揮発性香料物質及びこれらの混合物
からなる群から選択され得る。１つの実施形態では、香料は、約２を超えるＣｌｏｇＰ及
び５０パーツ・パー・ビリオン（ｐｐｂ）以下の臭気検出閾値を有する高インパクトアコ
ード香料成分から選択される。
【００７３】
　任意成分
　本発明の組成物はまた、いずれかの好適な任意成分を含有してもよい。任意成分として
は、例えば、ビタミン及びアミノ酸を挙げることができ、例えば、ビタミンＢ１、Ｂ２、
Ｂ６、Ｂ１２、Ｃ、パントテン酸、パントテニルエチルエーテル、パンテノール、ビオチ
ン及びこれらの誘導体などの水溶性ビタミン、アスパラギン、アラニン、インドール、グ
ルタミン酸及びこれらの塩などの水溶性アミノ酸、ビタミンＡ、Ｄ、Ｅ及びこれらの誘導
体などの非水溶性ビタミン、チロシン、トリプタミン及びこれらの塩などの非水溶性アミ
ノ酸といったものである。
【００７４】
　本発明の組成物はまた、Ｃ．Ｉ．名を有するもののような水溶性の成分を包含する、無
機、ニトロソ、モノアゾ、ジスアゾ（disazo）、カロチノイド、トリフェニルメタン、ト
リアリールメタン、キサンテン、キノリン、オキサジン、アジン、アントラキノン、イン
ジゴイド、チオンインジゴイド、キナクリドン、フタロシアニン（phthalocianine）、植
物の色、天然の色などの、顔料物質を含有してもよい。本発明の組成物はまた、ピロクト
ンオラミンのような水溶性成分、３，４，４’－トリクロロカルバニリド（トリクロサン
）のような非水溶性成分、トリクロカルバン、及びジンクピリチオンが挙げられる化粧品
の殺生物剤及び抗ふけ剤として有用である抗菌剤を含有してもよい。本発明の組成物はま
た、キレート剤を含有してもよい。いくつかの任意成分については、以下でより詳細に説
明する。
【００７５】
　抗ふけ有効成分
　本発明の組成物はまた、抗ふけ剤を含有してもよい。抗ふけ粒子の好適な非限定例には
、ピリジンチオン塩、アゾール、硫化セレン、粒子状イオウ、及びこれらの混合物が挙げ
られる。ピリジンチオン塩が好ましい。このような抗ふけ粒子は、物理的及び化学的に組
成物の必須構成成分と適合すべきであり、さもなければ過度に製品の安定性、審美性、又
は性能を損なうべきではない。
【００７６】
　１．ピリジンチオン塩
　ピリジンチオン抗ふけ粒子、特に１－ヒドロキシ－２－ピリジンチオン塩は、本発明の
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組成物に用いるのに極めて好ましい粒子状抗ふけ剤である。ピリジンチオン抗ふけ粒子状
物質の濃度は、典型的には、組成物の約０．１重量％～約４重量％、好ましくは約０．１
重量％～約３重量％、より好ましくは約０．３重量％～約２重量％の範囲である。好まし
いピリジンチオン塩には、亜鉛、スズ、カドミウム、マグネシウム、アルミニウム及びジ
ルコニウムのような重金属から形成されたものが挙げられ、好ましくは亜鉛、より好まし
くは１－ヒドロキシ－２－ピリジンチオンの亜鉛塩（「ジンクピリジンチオン」若しくは
「ＺＰＴ」として既知である）、より好ましくは小板状粒子の形態の１－ヒドロキシ－２
－ピリジンチオン塩であり、その際、粒子の平均サイズは約２０μまで、好ましくは約５
μまで、より好ましくは約２．５μまでである。ナトリウムなどの他のカチオンから形成
される塩もまた好適であり得る。ピリジンチオン抗ふけ剤は、例えば、米国特許第２，８
０９，９７１号；同第３，２３６，７３３号；同第３，７５３，１９６号；同第３，７６
１，４１８号；同第４，３４５，０８０号；同第４，３２３，６８３号；同第４，３７９
，７５３号；及び同第４，４７０，９８２号に記載されている。ＺＰＴが抗ふけ粒子とし
て本明細書の組成物に用いられる時は、毛髪の成長又は再生が刺激又は調節されるか、又
はその両方か、脱毛が軽減又は阻害されるか、あるいは毛髪がより太く豊かになることが
意図される。
【００７７】
　２．他の抗菌有効成分
　ピリチオンの多価金属塩から選択される抗ふけ有効成分に加えて、本発明は、金属ピリ
チオン塩有効成分に加えて、１つ以上の抗真菌若しくは抗菌有効成分を更に含んでもよい
。好適な抗菌有効成分には、コールタール、イオウ、ウィットフィールド（whitfield）
軟膏、カステラーニ（castellani）塗布剤、塩化アルミニウム、ゲンチアナバイオレット
、オクトピロックス（ピロクトンオラミン）、シクロピロックスオラミン、ウンデシレン
酸及びその金属塩、過マンガン酸カリウム、硫化セレン、チオ硫酸ナトリウム、プロピレ
ングリコール、ビターオレンジ油、尿素調製物、グリセオフルビン、８－ヒドロキシキノ
リンシロキノール、チオベンダゾール、チオカルバメート、ハロプロジン、ポリエン、ヒ
ドロキシピリドン、モルホリン、ベンジルアミン、アリルアミン（例えば、テルビナフィ
ン）、茶木油、クローブリーフ油、コリアンダー、パルマロッサ、ベルベリン、タイムレ
ッド、桂皮油、シンナミックアルデヒド、シトロネル酸、ヒノキトール（hinokitol）、
イヒチオールペール、センシバ（Sensiva）ＳＣ－５０、エレスタブ（Elestab）ＨＰ－１
００、アゼライン酸、リチカーゼ（lyticase）、ヨードプロピニルブチルカルバメート（
ＩＰＢＣ）、オクチルイソチアザリノンのようなイソチアザリノン及びアゾール、並びに
これらの組み合わせが挙げられる。好ましい抗菌剤には、イトラコナゾール、ケトコナゾ
ール、硫化セレン及びコールタールが挙げられる。
【００７８】
　ａ．アゾール
　アゾール抗菌剤には、ベンズイミダゾールのようなイミダゾール、ベンゾチアゾール、
ビフォナゾール、硝酸ブタコナゾール、クリムバゾール（climbazole）、クロトリマゾー
ル、クロコナゾール、エベルコナゾール、エコナゾール、エルビオール、フェンチコナゾ
ール、フルコナゾール、フルチマゾール、イソコナゾール、ケトコナゾール、ラノコナゾ
ール、メトロニダゾール、ミコナゾール、ネチコナゾール、オモコナゾール、硝酸オキシ
コナゾール、セルタコナゾール、硝酸サルコナゾール、チオコナゾール、チアゾール、並
びにテルコナゾール及びイトラコナゾールのようなトリアゾール、並びにこれらの組み合
わせが挙げられる。組成物中に存在する時、アゾール抗菌有効成分は、組成物の約０．０
１重量％～約５重量％、好ましくは約０．１重量％～約３重量％、より好ましくは約０．
３重量％～約２重量％の量で含まれる。本明細書においては、ケトコナゾールが特に好ま
しい。
【００７９】
　ｂ．硫化セレン
　硫化セレンは本発明の抗菌組成物に用いるのに好適な粒子状抗ふけ剤であり、その有効
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濃度は組成物の約０．１重量％～約４重量％、好ましくは約０．３重量％～約２．５重量
％、より好ましくは約０．５重量％～約１．５重量％の範囲である。硫化セレンは一般に
セレン１モル及びイオウ２モルを有する化合物とみなされるが、一般式ＳｅxＳy（式中ｘ
＋ｙ＝８）に従う環式構造であってよい。硫化セレンの平均粒径は、典型的には前方レー
ザー光散乱装置（forward laser light scattering device）（例えば、Ｍａｌｖｅｒｎ
　３６００装置）で測定したときに１５μｍ未満、好ましくは１０μｍ未満である。硫化
セレン化合物は、例えば、米国特許第２，６９４，６６８号、米国特許第３，１５２，０
４６号、米国特許第４，０８９，９４５号、及び米国特許第４，８８５，１０７号に記載
されている。
【００８０】
　ｃ．イオウ
　イオウもまた、本発明の抗菌性組成物において粒子状抗菌性／抗ふけ剤として使用する
ことができる。粒子状イオウの有効濃度は、典型的には組成物の約１重量％～約４重量％
、好ましくは約２重量％～約４重量％である。
【００８１】
　ｄ．角質溶解剤
　本発明は、サリチル酸のような１つ以上の角質溶解剤を更に含んでいてもよい。
【００８２】
　ｅ．追加の抗菌有効成分
　本発明の追加の抗菌有効成分は、コバノブラッシノキ属（ティー・ツリー）及び炭の抽
出物を含んでいてもよい。本発明はまた、抗菌有効成分の組み合わせを含んでもよい。こ
のような組み合わせは、オクトピロックスとジンクピリチオンとの組み合わせ、パインタ
ールとイオウとの組み合わせ、サリチル酸とジンクピリチオンとの組み合わせ、オクトピ
ロックスとクリムバゾールとの組み合わせ、及びサリチル酸とオクトピロックスとの組み
合わせ、並びにこれらの混合物を含んでよい。これらの有効成分は、本発明で使用される
場合、約１％～約４％、好ましくは約２％～約４％の濃度で使用される。
【００８３】
　界面活性剤
　本発明の溶解性パーソナルケア固体物は、毛髪又は皮膚への適用に好適な１つ以上の界
面活性剤を含む。本発明の溶解性多孔質固体物での使用に好適な界面活性剤としては、ア
ニオン性界面活性剤、非イオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、双極性界面活性剤
、両性界面活性剤、又はこれらの組み合わせが挙げられる。溶解性多孔質固体物の界面活
性剤成分は、本明細書に記載の溶解性多孔質固体物のために安定構造を調製するのに必須
であるが、界面活性剤成分はまた、安定固体多孔質構造に加えて、本発明の方法で用いら
れる洗浄物質をもたらすのに使用することもできると理解される。同様に、界面活性剤成
分は、安定した発泡体を生成する際の加工助剤として単独若しくは主に使用することがで
き、ここで、この界面活性剤は、従来の界面活性剤か又はいずれの発泡性能をも提供する
必要のない乳化剤を含む。本明細書において界面活性剤成分として使用するための乳化剤
の例としては、モノ－及びジ－グリセリド、脂肪族アルコール、ポリグリセロールエステ
ル、プロピレングリコールエステル、ソルビタンエステル、並びに他の、既知の乳化剤、
あるいは例えばケーキ及び他の焼き菓子及び菓子製品などの気泡化食品の調製時に、又は
毛髪用ムースなどの化粧品の安定化時に使用されるものなどの、空気界面を安定化させる
のに一般に使用される乳化剤、が挙げられる。
【００８４】
　１つの実施形態では、本物品は、実質的に非発泡性溶解性固体パーソナルケア製品であ
り、物品の約０重量％～約１０％のアニオン性（例えば、アニオン性、双性イオン性、カ
チオン性又はこれらの混合物）界面活性剤、１つの実施形態では物品の約０重量％～約５
重量％のアニオン性界面活性剤、１つの実施形態では物品の約０重量％～約２．５重量％
のアニオン性界面活性剤及び物品の約１重量％～約５０重量％の非イオン性若しくは高分
子界面活性剤、１つの実施形態では物品の約５重量％～約４５重量％の非イオン性若しく
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は高分子界面活性剤、１つの実施形態では物品の約１０重量％～約４０重量％の非イオン
性若しくは高分子界面活性剤、及びこれらの組み合わせを含む。
【００８５】
　本物品は、別の実施形態では、約２３％～約７５％のイオン性界面活性剤、１つの実施
形態では約３０％～約７０％、別の実施形態では約５０～約６５％のイオン性界面活性剤
を含む発泡性溶解性固体パーソナルケア製品である。
【００８６】
　本発明のパーソナルケア組成物での使用に好適なアニオン性界面活性剤としては、Ｍｃ
Ｃｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ　Ｄｅｔｅｒｇｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｅｍｕｌｓｉｆｉｅｒｓ，Ｎｏ
ｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｅｄｉｔｉｏｎ（１９８６），Ａｌｌｕｒｅｄ　Ｐｕｂｌｉ
ｓｈｉｎｇ　Ｃｏｒｐ．；ＭｃＣｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ，Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｍａｔｅ
ｒｉａｌｓ，Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｅｄｉｔｉｏｎ（１９９２），Ａｌｌｕｒ
ｅｄ　Ｐｕｂｌｉｓｈｉｎｇ　Ｃｏｒｐ．；及び米国特許第３，９２９，６７８号（Ｌａ
ｕｇｈｌｉｎら）に記載されるものが挙げられ、これらの記述は参照により本明細書に組
み込まれる。
【００８７】
　本明細書での使用に好適なアニオン性界面活性剤の非限定的な例としては、アルキル及
びアルキルエーテルサルフェート、硫酸化モノグリセリド、スルホン化オレフィン、アル
キルアリールスルホン酸塩、第一級又は第二級アルカンスルホン酸塩、アルキルスルホコ
ハク酸塩、アシルタウレート、アシルイセチオネート、アルキルグリセリルエーテルスル
ホン酸塩、スルホン化メチルエステル、スルホン化脂肪酸、アルキルホスフェート、アシ
ルグルタメート、アシルサルコシネート、アルキルスルホアセテート、アシル化ペプチド
、アルキルエーテルカルボキシレート、アシルラクチレート、アニオン性フルオロ界面活
性剤、ラウロイルグルタミン酸ナトリウム、及びこれらの組み合わせが挙げられる。
【００８８】
　本発明のパーソナルケア組成物での使用に好適なアニオン性界面活性剤としては、アル
キル及びアルキルエーテルサルフェートが挙げられる。これらの物質は、それぞれ、式、
ＲＯＳＯ3Ｍ及びＲＯ（Ｃ2Ｈ4０）xＳＯ3Ｍを有し、式中、Ｒは約８～約２４個の炭素原
子のアルキル又はアルケニルであり、Ｘは１～１０であり、Ｍは、アンモニウム、ナトリ
ウム、カリウム及びトリエタノールアミンなどの水溶性カチオンである。アルキルエーテ
ルサルフェートは、典型的にはエチレンオキシドと約８～約２４個の炭素原子を有する一
価アルコールとの縮合生成物として形成される。好ましくは、Ｒは、アルキルサルフェー
ト及びアルキルエーテルサルフェートの両方において約１０～約１８個の炭素原子を有す
る。アルコールは、脂肪、例えばココヤシ油若しくは獣脂から誘導することができ、又は
合成物であってもよい。本明細書では、ココヤシ油から誘導されるラウリルアルコール及
び直鎖アルコールが好ましい。かかるアルコールを、約１～約１０、好ましくは約３～約
５、より好ましくは約３モル割合のエチレンオキシドと反応させ、結果として得られる、
例えばアルコール１モルにつき平均３モルのエチレンオキシドを有する、分子種の配合物
を硫酸化し、中和する。
【００８９】
　パーソナルケア組成物で使用してもよいアルキルエーテルサルフェートの具体例は、コ
コナッツアルキルトリエチレングリコールエーテルサルフェート；獣脂アルキルトリエチ
レングリコールエーテルサルフェート、及び獣脂アルキルヘキサオキシエチレンサルフェ
ートの、ナトリウム塩及びアンモニウム塩である。非常に好ましいアルキルエーテルサル
フェートは、個々の化合物の混合物を含むものであり、この混合物は約１０～約１６個の
炭素原子の平均アルキル鎖長、及び約１～約４モルのエチレンオキシドの平均エトキシル
化度を有する。
【００９０】
　他の好適なアニオン性界面活性剤としては、一般式［Ｒ1－ＳＯ3－Ｍ］の有機硫酸反応
生成物の水溶性塩が挙げられ、式中、Ｒ1は約８～約２４個、好ましくは約１０～約１８
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個の炭素原子を有する、直鎖又は分枝鎖の飽和脂肪族炭化水素ラジカルからなる群から選
択され、Ｍはカチオンである。重要な例は、約８～約２４個の炭素原子、好ましくは約１
０～約１８個の炭素原子を有する、イソ－、ネオ－、インエソ－及びｎ－パラフィンが挙
げられるメタン系の炭化水素と、漂白及び加水分解が挙げられる既知のスルホン化法に従
って得られるスルホン化剤、例えば、ＳＯ3、Ｈ2ＳＯ4、発煙硫酸との、有機硫酸反応生
成物の塩である。好ましいものは、アルカリ金属及びアンモニウムスルホン化Ｃ10～18　
ｎ－パラフィンである。
【００９１】
　更に他の好適なアニオン性界面活性剤の例は、イセチオン酸でエステル化され、水酸化
ナトリウムで中和される脂肪酸の反応生成物であり、この反応では、例えば脂肪酸はココ
ヤシ油から誘導され、脂肪酸の、メチルタウリン脂肪酸アミドのナトリウム又はカリウム
塩は、例えばココヤシ油から誘導される。この種類の他の好適なアニオン性界面活性剤は
、米国特許第２，４８６，９２１号、同第２，４８６，９２２号及び同第２，３９６，２
７８号に記載されている。
【００９２】
　更に他の好適なアニオン性界面活性剤は、スクシナメートであり、その例としては、二
ナトリウムＮ－オクタデシルスルホサクシネート、二アンモニアラウリルスルホサクシネ
ート、四ナトリウムＮ－（１、２－ジカルボキシエチル）－Ｎ－オクタデシルスルホサク
シネート、スルホコハク酸ナトリウムのジアミルエステル、スルホコハク酸ナトリウムの
ジヘキシルエステル、及びスルホコハク酸ナトリウムのジオクチルエステルが挙げられる
。
【００９３】
　他の好適なアニオン性界面活性剤としては、約１２～約２４個の炭素原子を有するオレ
フィンスルホネートが挙げられる。本明細書で使用される、用語「オレフィンスルホネー
ト」は、非錯体化型三酸化イオウによってα－オレフィンをスルホン化し、続いて、反応
によって形成させたスルホンを全て加水分解させて、対応するヒドロキシ－アルカンスル
ホネートをもたらすような条件で、酸性反応混合物を中和させることによって生成するこ
とのできる化合物を指す。三酸化イオウは、液状であっても又はガス状であってもよく、
通常は、必須ではないが、液体形態で使用する場合は不活性希釈剤、例えば、液体ＳＯ2

、塩素化炭化水素などで希釈され、又はガス形態で使用する場合には空気、窒素、ガス状
ＳＯ2などで希釈される。
【００９４】
　オレフィンスルホネートを誘導させるα－オレフィンは、約１２～約２４個の炭素原子
、好ましくは約１４～約１６個の炭素原子を有するモノ－オレフィンである。好ましくは
、それらは直鎖オレフィンである。
【００９５】
　真性アルケンスルホネート、及びある割合のヒドロキシ－アルカンスルホネートに加え
て、オレフィンスルホネートには、少量の他の物質、例えばアルケンジスルホネートなど
を、反応条件、反応物質の比率、オレフィンストックにおける出発物質のオレフィン及び
不純物の性質、並びにスルホン化プロセス中の副反応に応じて含有させることができる。
【００９６】
　パーソナルケア組成物での使用に好適なアニオン性界面活性剤のもう１つの種類は、β
－アルキルオキシアルカンスルホン酸塩である。これらの化合物は以下の化学式を有する
。
【００９７】
【化６】
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　Ｒ1は、約６～約２０個の炭素原子を有する直鎖アルキル基であり、Ｒ2は、約１（好ま
しい）～約３個の炭素原子を有する低アルキル基であり、Ｍは、上記の水溶性カチオンで
ある。
【００９８】
　他の好適は界面活性剤は、ＭｃＣｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ，Ｅｍｕｌｓｉｆｉｅｒｓ　ａｎ
ｄ　Ｄｅｔｅｒｇｅｎｔｓ，１９８９　Ａｎｎｕａｌ（Ｍ．Ｃ．Ｐｕｂｌｉｓｈｉｎｇ　
Ｃｏ．により出版）及び米国特許第３，９２９，６７８号に記載されており、これらの記
述は参照により本明細書に組み込まれる。
【００９９】
　本パーソナルケア組成物での使用に好ましいアニオン性界面活性剤としては、ラウリル
硫酸アンモニウム、ラウレス硫酸アンモニウム、ラウリル硫酸トリエチルアミン、ラウレ
ス硫酸トリエチルアミン、ラウリル硫酸トリエタノールアミン、ラウレス硫酸トリエタノ
ールアミン、ラウリル硫酸モノエタノールアミン、ラウレス硫酸モノエタノールアミン、
ラウリル硫酸ジエタノールアミン、ラウレス硫酸ジエタノールアミン、ラウリルモノグリ
セリド硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸ナトリウム、ラウレス硫酸ナトリウム、ラウリル硫
酸カリウム、ラウレス硫酸カリウム、ラウリルサルコシン酸ナトリウム、ラウロイルサル
コシン酸ナトリウム、ラウリルサルコシン、ココイルサルコシン、ココイル硫酸アンモニ
ウム、ラウロイル硫酸アンモニウム、ココイル硫酸ナトリウム、ラウロイル硫酸ナトリウ
ム、ココイル硫酸カリウム、ラウリル硫酸カリウム、ラウリル硫酸トリエタノールアミン
、ラウリル硫酸トリエタノールアミン、ココイル硫酸モノエタノールアミン、ラウリル硫
酸モノエタノールアミン、トリデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、ドデシルベンゼン
スルホン酸ナトリウム及びこれらの組み合わせが挙げられる。
【０１００】
　本発明のパーソナルケア組成物の使用に好適な両性界面活性剤類は、脂肪族第二級及び
第三級アミンの誘導体として広く記載されるものであり、脂肪族ラジカルは、直鎖又は分
枝鎖であってよく、脂肪族置換基の１つは、約８～約１８の炭素原子数を含有し、１つは
、アニオン性水溶性基、例えば、カルボキシ、スルホネート、サルフェート、ホスフェー
ト又はホスホネートを含有する。この定義に該当する化合物の例は、３－ドデシルアミノ
プロピオン酸ナトリウム、３－ドデシルアミノプロパンスルホン酸ナトリウム、ラウリル
サルコシン酸ナトリウム、米国特許第２，６５８，０７２号の教示にしたがってドデシル
アミンとイセチオン酸ナトリウムとを反応させることで調製されるもののようなＮ－アル
キルタウリン類、米国特許第２，４３８，０９１号の教示にしたがって生成されるものの
ようなＮ－高級アルキルアスパラギン酸、及び米国特許第２，５２８，３７８号に記載の
生成物である。使用に好適な双極性界面活性剤には、脂肪族第四級アンモニウム、ホスホ
ニウム及びスルホニウム化合物の誘導体として広く記述されるものであって、その脂肪族
ラジカルが直鎖又は分枝鎖であることができ、その脂肪族置換基の内の１つが約８～約１
８個の炭素原子を含有し、１つがアニオン性基、例えば、カルボキシ、スルホネート、サ
ルフェート、ホスフェート又はホスホネートを含有するものが挙げられる。多相パーソナ
ルケア組成物で使用するのに好適な双極性界面活性剤にはココアミドプロピルベタインを
含むベタイン類が含まれる。
【０１０１】
　本発明の両性界面活性剤にはまた、ラウロアンホ酢酸及びココアンホ酢酸を含む、アル
キルアンホアセテートを挙げることもできる。アルキルアンホアセテートは、モノアセテ
ート及びジアセテートを含み得る。一部の種類のアルキルアンホアセテートでは、ジアセ
テートは不純物又は意図的でない反応生成物である。
【０１０２】
　カチオン性界面活性剤はまた、本発明のパーソナルケア組成物中で洗浄剤として使用す
ることもできるが、一般にあまり好ましくなく、好ましくは組成物の約５重量％未満を占
める。
【０１０３】
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　本発明のパーソナルケア組成物において発泡性界面活性剤としての使用に好適な非イオ
ン性界面活性剤としては、ＭｃＣｕｔｃｈｅｉｏｎ’ｓ　Ｄｅｔｅｒｇｅｎｔｓ　ａｎｄ
　Ｅｍｕｌｓｉｆｉｅｒｓ，Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　ｅｄｉｔｉｏｎ（１９８６
），Ａｌｌｕｒｅｄ　Ｐｕｂｌｉｓｈｉｎｇ　Ｃｏｒｐ．及びＭｃＣｕｔｃｈｅｉｏｎ’
ｓ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　ｅｄ
ｉｔｉｏｎ（１９９２）に記載されるものが挙げられ、これらの記述は参照により本明細
書に組み込まれる。本明細書での使用に好適なこれらの非イオン性発泡性界面活性剤とし
ては、アルキルグルコシド、アルキルポリグルコシド、ポリヒドロキシ脂肪酸アミド、ア
ルコキシル化脂肪酸エステル、スクロースエステル、アミンオキシド及びこれらの組み合
わせが挙げられる。
【０１０４】
　本発明のパーソナルケア組成物での使用に好適な非イオン性界面活性剤としては、アル
キレンオキシド基（性質上、親水性）と、性質上、脂肪族又はアルキル芳香族であっても
よい有機疎水性化合物との縮合生成物が挙げられる。非イオン性界面活性剤の好ましい部
類としては、以下のものが挙げられる：
　１）アルキルフェノールのポリエチレンオキシド縮合体、例えば、約６個～約２０個の
炭素原子を含有する直鎖又は分枝鎖のいずれかの配置のアルキル基を有するアルキルフェ
ノールと、エチレンオキシドとの縮合生成物（アルキルフェノール１モル当たり約１０～
約６０モルのエチレンオキシドの当量で、このエチレンオキシドは存在する）、
　２）エチレンオキシドと、プロピレンオキシド及びエチレンジアミン生成物の反応から
得られる生成物との縮合から誘導される非イオン性界面活性剤、
　３）約８個～約１８個の炭素原子を有する直鎖又は分枝鎖のいずれかの配置の脂肪族ア
ルコールとエチレンオキシドとの縮合生成物、例えば、ココナツアルコール１モル当たり
約１０～約３０モルのエチレンオキシドを有するココナツアルコール－エチレンオキシド
縮合体、約１０個～約１４個の炭素原子を有するココナツアルコール分留物、
　４）下記の一般式による長鎖三級アミンオキシド：
【０１０５】
【化７】

　（式中、Ｒ1は、約８～約１８個の炭素原子のアルキル、アルケニル又はモノヒドロキ
シアルキルラジカル、０～約１０個のエチレンオキシド部分、及び０～約１個のグリセリ
ル部分を含有し、Ｒ2及びＲ3は、例えば、メチル、エチル、プロピル、ヒドロキシエチル
又はヒドロキシプロピル基のように、約１～約３個の炭素原子及び０～約１個のヒドロキ
シ基を含有する）、
　５）下記の一般式による長鎖三級ホスフィンオキシド：
【０１０６】
【化８】

　（式中、Ｒは、鎖長が約８～約１８個の炭素原子の範囲のアルキル、アルケニル又はモ
ノヒドロキシアルキルラジカル、０～約１０個のエチレンオキシド部分、及び０～約１個
のグリセリル部分を含有し、Ｒ’及びＲ”は各々、約１～約３個の炭素原子を含有するア
ルキル又はモノヒドロキシアルキル基である）
　６）約１～約３個の炭素原子の、１本の短鎖アルキル又はヒドロキシアルキルラジカル
（通常はメチル）と、約８個～約２０個の炭素原子を含有するアルキル、アルケニル、ヒ
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ドロキシアルキル又はケトアルキルラジカル、０～約１０個のエチレンオキシド部分及び
０～約１個のグリセリル部分を含む１本の長い疎水性鎖と、を含有する長鎖ジアルキルス
ルホキシド、
　７）米国特許第４，５６５，６４７号に記載のアルキルポリグルコシドなどの、約６～
約３０個の炭素原子を有する疎水性基と親水性基として多糖（例えば、ポリグリコシド）
とを有し、所望により疎水性部分及び親水性部分に結合するポリアルキレンオキシド基を
有するアルキル多糖（ＡＰＳ）界面活性剤（ここで、アルキル基（すなわち、疎水性部分
）は、飽和若しくは不飽和の、分枝鎖又は非分枝鎖、並びに、非置換又は置換（例えば、
ヒドロキシ若しくは環状環で）であることができる）、並びに、
　８）式Ｒ（Ｏ）ＯＣＨ2ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ2（ＯＣＨ2ＣＨ2）nＯＨ（式中、ｎは約５～
約２００、好ましくは約２０～約１００であり、Ｒは、約８～約２０個の炭素原子を有す
る脂肪族ヒドロカルビルである）のものなどのポリエチレングリコール（ＰＥＧ）グリセ
リル脂肪酸エステル。
【０１０７】
　本発明のパーソナルケア組成物に使用するのに好適な双極性界面活性剤には、脂肪族四
級アンモニウム、ホスホニウム、及びスルホニウム化合物の誘導体として広く記載されて
いる界面活性剤が挙げられ、その脂肪族ラジカルは直鎖又は分枝鎖であることができ、脂
肪族置換基の１つは約８～約１８個の炭素原子を含有し、１つは例えばカルボキシ、スル
ホネート、サルフェート、ホスフェート又はホスホネートのようなアニオン性基を含有す
る。そのような好適な双極性界面活性剤は、次の式で表すことができ：
【０１０８】

【化９】

　式中、Ｒ2は、約８～約１８個の炭素原子のアルキル、アルケニル又はヒドロキシアル
キルラジカル、０～約１０個のエチレンオキシド部分及び０～約１個のグリセリル部分を
含有し、Ｙは、窒素、リン及びイオウ原子からなる群から選択され、Ｒ3は、約１～約３
個の炭素原子を含有するアルキル又はモノヒドロキシアルキル基であり、Ｘは、Ｙがイオ
ウ原子のとき１であり、Ｙが窒素又はリン原子のとき２であり、Ｒ4は、約１～約４個の
炭素原子のアルキレン又はヒドロキシアルキレンであり、Ｚは、カルボキシレート、スル
ホネート、サルフェート、ホスホネート及びホスフェート基からなる群から選択されるラ
ジカルである。
【０１０９】
　本明細書に用いるのに好適な他の双極性界面活性剤としては、ココジメチルカルボキシ
メチルベタイン、ココアミドプロピルベタイン、ココベタイン、ラウリルアミドプロピル
ベタイン、オレイルベタイン、ラウリルジメチルカルボキシメチルベタイン、ラウリルジ
メチルαカルボキシエチルベタイン、セチルジメチルカルボキシメチルベタイン、ラウリ
ルビス－（２－ヒドロキシエチル）カルボキシメチルベタイン、ステアリルビス－（２－
ヒドロキシプロピル）カルボキシメチルベタイン、オレイルジメチルγ－カルボキシプロ
ピルベタイン、及びラウリルビス－（２－ヒドロキシプロピル）α－カルボキシエチルベ
タインのような高級アルキルベタインを包含するベタインが挙げられる。スルホベタイン
は、ココジメチルスルホプロピルベタイン、ステアリルジメチルスルホプロピルベタイン
、ラウリルジメチルスルホエチルベタイン、ラウリルビス－（２－ヒドロキシエチル）ス
ルホプロピルベタインなどで代表されてもよく、ＲＣＯＮＨ（ＣＨ2）3ラジカルがベタイ
ンの窒素原子に結合しているアミドベタイン及びアミドスルホベタインも、本発明で有用
である。
【０１１０】
　本発明での使用に好適な非イオン性界面活性剤は、ＭｃＣｕｔｃｈｅｉｏｎ’ｓ　Ｄｅ
ｔｅｒｇｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｅｍｕｌｓｉｆｉｅｒｓ，Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　
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ｅｄｉｔｉｏｎ（１９８６），Ａｌｌｕｒｅｄ　Ｐｕｂｌｉｓｈｉｎｇ　Ｃｏｒｐ．，及
びＭｃＣｕｔｃｈｅｉｏｎ’ｓ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ，Ｎｏｒｔ
ｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　ｅｄｉｔｉｏｎ（１９９２）に記載されているものを含む。本発
明のパーソナルケア組成物での使用に好適な非イオン性界面活性剤としては、ポリオキシ
エチレン化アルキルフェノール、ポリオキシエチレン化アルコール、ポリオキシエチレン
化ポリオキシプロピレングリコール、アルカン酸のグリセリルエステル、アルカン酸のポ
リグリセリルエステル、アルカン酸のプロピレングリコールエステル、アルカン酸のソル
ビトールエステル、アルカン酸のポリオキシエチレン化ソルビトールエステル、アルカン
酸のポリオキシエチレングリコールエステル、ポリオキシエチレン化アルカン酸、アルカ
ノールアミド、Ｎ－アルキルピロリドン、アルキルグリコシド、アルキルポリグルコシド
、アルキルアミンオキシド、及びポリオキシエチレン化シリコーンが挙げられるが、これ
らに限定されるものではない。
【０１１１】
　特定の実施形態では、ソルビタンエステル及びソルビタンエステルのアルコキシル化誘
導体から選択される非イオン性界面活性剤としては、モノラウリン酸ソルビタン（ＳＰＡ
Ｎ（登録商標）２０）、モノパルミチン酸ソルビタン（ＳＰＡＮ（登録商標）４０）、モ
ノステアリン酸ソルビタン（ＳＰＡＮ（登録商標）６０）、トリステアリン酸ソルビタン
（ＳＰＡＮ（登録商標）６５）、モノオレイン酸ソルビタン（ＳＰＡＮ（登録商標）８０
）、トリオレイン酸ソルビタン（ＳＰＡＮ（登録商標）８５）、イソステアリン酸ソルビ
タン、モノラウリン酸ポリオキシエチレン（２０）ソルビタン（Ｔｗｅｅｎ（登録商標）
２０）、モノパルミチン酸ポリオキシエチレン（２０）ソルビタン（Ｔｗｅｅｎ（登録商
標）４０）、モノステアリン酸ポリオキシエチレン（２０）ソルビタン（Ｔｗｅｅｎ（登
録商標）６０）、モノオレイン酸ポリオキシエチレン（２０）ソルビタン（Ｔｗｅｅｎ（
登録商標）８０）、モノラウリン酸ポリオキシエチレン（４）ソルビタン（Ｔｗｅｅｎ（
登録商標）２１）、モノステアリン酸ポリオキシエチレン（４）ソルビタン（Ｔｗｅｅｎ
（登録商標）６１）、モノオレイン酸ポリオキシエチレン（５）ソルビタン（Ｔｗｅｅｎ
（登録商標）８１）（これらは全てＵｎｉｑｅｍａから入手可能）及びこれらの組み合わ
せが挙げられる。
【０１１２】
　本発明のパーソナルケア組成物での使用に好適な高分子界面活性剤としては、エチレン
オキシドと脂肪族アルキル残基とのブロックコポリマー、エチレンオキシドとプロピレン
オキシドとのブロックコポリマー、疎水変性ポリアクリレート、疎水変性セルロース、シ
リコーンポリエーテル、シリコーンコポリオールエステル、ジ四級ポリジメチルシロキサ
ン、及び共修飾されたアミノ／ポリエーテルシリコーンが挙げられるが、これらに限定さ
れるものではない。
【０１１３】
　水溶性ポリマー（「高分子構造化剤」）
　本発明は、構造化剤として機能する水溶性ポリマーを含む。１つの実施形態では、本物
品は、非発泡性であり、約１５％～約７０％、別の実施形態では約２０％～約６０％、更
に別の実施形態では約２５％～約５０％の高分子水溶性ポリマーを含む。別の実施形態で
は、本物品は、発泡性であり、約１０％～約５０％、別の実施形態では約１５％～約４０
％、更に別の実施形態では約２０％～約３０％の水溶性ポリマーを含む。
【０１１４】
　本明細書で使用するとき、用語「水溶性ポリマー」は、広義に水溶性及び水分散性ポリ
マーの両方を含み、２５℃で測定されるときに、少なくとも約０．１グラム／リットル（
ｇ／Ｌ）の水溶性を有するポリマーとして定義される。いくつかの実施形態では、このポ
リマーは、２５℃で測定されるときに、約０．１グラム／リットル（ｇ／Ｌ）～約５００
グラム／リットル（ｇ／Ｌ）の水溶性を有する。これは、巨視的に等方性の又は透明な、
有色若しくは無色の溶液の生成を示す。これらの固体物を作製するためのポリマーは、人
工又は天然由来でもよく、かつ化学反応の方法によって変性されてもよい。それは皮膜形
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成であってもよく、そうでなくてもよい。ポリマーは、生理学的に許容可能であるべきで
あり、つまり皮膚、粘膜、毛髪及び頭皮に適合すべきである。
【０１１５】
　用語「水溶性ポリマー」及び「高分子構造化剤」は本明細書において互換的に使用され
る。更に、単数形の用語「ポリマー」が述べられる際にはいつでも、用語は１種のポリマ
ー又は１種以上のポリマーの混合物を包含するのに十分幅広いものであることが理解され
るべきである。例えば、ポリマーの混合物を使用する場合、本明細書で参照されるような
ポリマーの溶解性は、各ポリマーのそれぞれの溶解性というよりは、ポリマー混合物の溶
解性として参照され得る。
【０１１６】
　本発明の１つ以上の水溶性ポリマーを、重量平均分子量が約４０，０００～約５００，
０００、１つの実施形態においては約５０，０００～約４００，０００、更に別の実施形
態においては約６０，０００～約３００，０００、及び更に別の実施形態においては約７
０，０００～約２００，０００であるように選択する。重量平均分子量は、各ポリマー原
材料の平均分子量を加算し、多孔質固体物内に存在するポリマーの総重量の重さによるそ
れぞれの相対的重量パーセントを掛けて計算する。
【０１１７】
　本発明の水溶性ポリマーとしては、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、ポ
リアルキレンオキシド、ポリアクリレート、カプロラクタム、ポリメタクリレート、ポリ
メチルメタクリレート、ポリアクリルアミド、ポリメチルアクリルアミド、ポリジメチル
アクリルアミド、ポリエチレングリコールモノメタアクリレート、ポリウレタン、ポリカ
ルボン酸、ポリビニルアセテート、ポリエステル、ポリアミド、ポリアミン、ポリエチレ
ンイミン、マレイン酸／（アクリレート又はメタクリレート）コポリマー、メチルビニル
エーテルと無水マレイン酸とのコポリマー、酢酸ビニルとクロトン酸とのコポリマー、ビ
ニルピロリドンと酢酸ビニルとのコポリマー、ビニルピロリドンとカプロラクタムとのコ
ポリマー、ビニルピロリドン／酢酸ビニルコポリマー、アニオン性、カチオン性及び両性
モノマーのコポリマー、並びにこれらの組み合わせを含む合成ポリマーを挙げることがで
きるが、それらに限定されない。
【０１１８】
　本発明の水溶性ポリマーはまた、天然供給されるポリマーから選択されてもよく、それ
らには、植物起源のもの（その例には、カラヤゴム、トラガカントゴム、アラビアゴム、
アセマンナン、コンニャクマンナン、アカシアゴム、ガティゴム、乳清タンパク質分離物
、及び大豆タンパク質分離物；グアーガム、ローカストビーンガム、マルメロ種子、及び
オオバコ種子を含む種子抽出物；カラギーナン、アルギネート、及び寒天のような海草エ
キス；果実エキス（ペクチン）が挙げられる）、微生物起源のもの（キサンタンガム、ジ
ェランガム、プルラン、ヒアルロン酸、コンドロイチン硫酸、及びデキストランが挙げら
れる）、及び動物起源のもの（カゼイン、ゼラチン、ケラチン、ケラチン加水分解物、ス
ルホン酸ケラチン、アルブミン、コラーゲン、グルテリン、グルカゴン、グルテン、ゼイ
ン、及びシェラックが挙げられる）が挙げられる。
【０１１９】
　変性天然ポリマーはまた、本発明において水溶性ポリマーとして有用である。好適な変
性天然ポリマーとしては、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、ヒドロキシメチルセル
ロース、ヒドロキシエチルセルロース、メチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロー
ス、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、セルロースアセテートフタレート
、ニトロセルロース及び他のセルロースエーテル／エステルのようなセルロース誘導体、
並びにヒドロキシプロピルのようなグアー誘導体が挙げられるが、それらに限定されない
。
【０１２０】
　本発明の好ましい水溶性ポリマーとしては、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリ
ド、ポリアルキレンオキシド、デンプン及びデンプン誘導体、プルラン、ゼラチン、ヒド
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ロキシプロピルメチルセルロース、メチルセルロース、及びカルボキシメチルセルロース
が挙げられる。
【０１２１】
　本発明のより好ましい水溶性ポリマーとしては、ポリビニルアルコール、及びヒドロキ
シプロピルメチルセルロースが挙げられる。好適なポリビニルアルコールとしては、Ｃｅ
ｌａｎｅｓｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｄａｌｌａｓ，ＴＸ）から商標名Ｃｅｌｖｏｌ
で入手可能なものが挙げられ、限定するものではないが、Ｃｅｌｖｏｌ　５２３、Ｃｅｌ
ｖｏｌ　５３０、Ｃｅｌｖｏｌ　５４０、Ｃｅｌｖｏｌ　５１８、Ｃｅｌｖｏｌ　５１３
、Ｃｅｌｖｏｌ　５０８、Ｃｅｌｖｏｌ　５０４、及びこれらの組み合わせが挙げられる
。好適なヒドロキシプロピルメチルセルロースには、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙ（Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩ）から商標名Ｍｅｔｈｏｃｅｌで入手可能なものが挙げ
られ、限定するものではないが、Ｍｅｔｈｏｃｅｌ　Ｅ５０、Ｍｅｔｈｏｃｅｌ　Ｅ１５
、Ｍｅｔｈｏｃｅｌ　Ｅ６、Ｍｅｔｈｏｃｅｌ　Ｅ５、Ｍｅｔｈｏｃｅｌ　Ｅ３、Ｍｅｔ
ｈｏｃｅｌ　Ｆ５０、Ｍｅｔｈｏｃｅｌ　Ｋ１００、Ｍｅｔｈｏｃｅｌ　Ｋ３、Ｍｅｔｈ
ｏｃｅｌ　Ａ４００、及び上述のヒドロキシプロピルメチルセルロースとの組み合わせを
含む、これらの組み合わせが挙げられる。
【０１２２】
　特定の実施形態においては、上述の本発明の水溶性ポリマーは、本明細書に記載の、必
要とされる構造及び物理的／化学的特性を備える溶解性多孔質固体物を提供するのに役立
つ限りは、必要とされる水溶性ポリマーの全体的な濃度を減少させるような量で充填剤材
料として任意の単一のデンプン又はデンプンの組み合わせと混合してもよい。かかる例で
は、水溶性ポリマー及びデンプンをベースとする材料の組み合わせの重量パーセントは、
多孔質固体物の総重量に対して、一般に約１５重量％～約４０重量％、１つの実施形態で
は約１５重量％～約３０重量％、特定の実施形態では約１５重量％～約２５重量％の範囲
である。デンプンをベースとする材料に対する水溶性ポリマーの重量比は、一般に約１：
１０～約１０：１、１つの実施形態においては約１：８～約８：１、更に別の実施形態に
おいては約１：７～約７：１、更にまた別の実施形態においては約６：１～約１：６の範
囲であることができる。
【０１２３】
　本発明のデンプンをベースとする材料の典型的な供給源としては、穀物、塊茎、根、豆
果及び果実を挙げることができる。天然供給源としては、トウモロコシ、豆、ポテト、バ
ナナ、大麦、小麦、米、サゴ、アマランス、タピオカ、アロールート、カンナ、サトウモ
ロコシ、及びそれらのろう質又は高級アミラーゼ類が挙げられる。
【０１２４】
　本発明のデンプンをベースとする材料としてはまた、当該技術分野において既知の任意
の変性法を用いることによって変性される天然デンプン（例えばせん断されたデンプン又
は熱的に抑制されたデンプンが挙げられる、物理的に変性したデンプンを含む）、架橋化
、アセチル化、及び有機的なエステル化、ヒドロキシエチル化、及びヒドロキシプロピル
化、リン酸化、及び無機的にエステル化された、カチオン性、アニオン性、非イオン性、
両性及び双極性イオン性の、化学的に修飾されたデンプン並びにそれらのコハク酸塩及び
置換されたコハク塩酸誘導体、酸化、酵素転換、酸加水分解、熱又は酸デキストリン化に
よって調製される流動性の又は薄い煮沸デンプンが挙げられる任意のデンプンから誘導さ
れる、転換製品、加熱製品及び又はせん断製品もまた本明細書では有用であり得、並びに
当該技術分野において既知のα化デンプンも挙げることができる。
【０１２５】
　可塑剤
　本物品は、本明細書で論じられる組成物の使用に好適な水溶性可塑化剤を含んでもよい
。１つの実施形態では、本物品は、約１％～約３０％、別の実施形態では約３％～約２０
％、更に別の実施形態では約５％～約１５％の可塑剤を含む。水溶性可塑化剤の非限定的
な例としては、ポリオール、コポリオール、ポリカルボン酸、ポリエステル及びジメチコ
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ンコポリオールが挙げられる。
【０１２６】
　有用なポリオールの例としては、グリセリン、ジグリセリン、プロピレングリコール、
エチレングリコール、ブチレングリコール、ペンチレングリコール、シクロヘキサンジメ
タノール、ヘキサンジオール、ポリエチレングリコール（２００～６００）、ソルビトー
ル、マニトール、ラクチトール及び他のモノー及び多価低分子量アルコール（例、Ｃ2～
Ｃ8アルコール）のような糖アルコール、フルクトース、グルコース、スクロース、マル
トース、ラクトース、及び高級フルクトースコーンシロップ固形物並びにアスコルビン酸
のようなモノ、ジ－及びオリゴ糖が挙げられるが、これらに限定されない。
【０１２７】
　ポリカルボン酸の例としては、クエン酸、マレイン酸、コハク酸、ポリアクリル酸、及
びポリマレイン酸が挙げられるが、これらに限定されない。
【０１２８】
　好適なポリエステルの例としては、グリセロールトリアセテート、アセチル化モノグリ
セリド、ジエチルフタレート、トリエチルシトレート、トリブチルシトレート、アセチル
トリエチルシトレート、アセチルトリブチルシトレートが挙げられるが、これらに限定さ
れない。
【０１２９】
　好適なジメチコンコポリオールの例としては、ＰＥＧ－１２ジメチコン、ＰＥＧ／ＰＰ
Ｇ－１８／１８ジメチコン、及びＰＰＧ－１２ジメチコンが挙げられるが、これらに限定
されない。
【０１３０】
　他の好適な可塑剤としては、アルキル及びアリルフタレート、ナフタレート、ラクテー
ト（例えば、ナトリウム、アンモニウム及びカリウム塩）、ソルベス－３０、尿素、乳酸
、ピロリドンカルボン酸ナトリウム（ＰＣＡ）、ヒラルロネート又はヒアルロン酸ナトリ
ウム、可溶性コラーゲン、変性化タンパク質、Ｌ－グルタメートモノナトリウム、グリコ
ール酸、乳酸、クエン酸、マレイン酸及びサリチル酸のようなα　＆　βヒドロキシル酸
、グリセリルポリメタクリレート、ポリクオタニウムのようなポリマー可塑剤、タンパク
質、及びグルタミン酸、アスパラギン酸及びリジンのようなアミノ酸、水素デンプン加水
分解物、他の低分子量エステル（例えば、Ｃ2～Ｃ10アルコール及び酸のエステル）、及
び食品及びプラスチック業界の当業者に既知の他のいずれの水溶性可塑剤、並びにそれら
の混合物が挙げられるが、これらに限定されない。
【０１３１】
　好ましい可塑剤としてはグリセリン及びプロピレングリコールが挙げられる。欧州特許
第０２８３１６５（Ｂ１）号は、プロポキシル化グリセロールのようなグリセロール誘導
体を含む他の好適な可塑剤を記載している。いくつかの実施形態では、可塑剤は、グリセ
ロール、プロピレングリコール、ブチレングリコール、シクロヘキサンジメタノール及び
Ｃ2～Ｃ8アルコール、アルキル及びアリルフタレート、ナフタレート、及び、Ｃ2～Ｃ10

アルコールと酸とのエステル、並びにこれらの混合物からなる群から選択される。
【０１３２】
　製品形態
　本発明の溶解性多孔質固体物は、単独で、又は他のパーソナルケア成分との組み合わせ
において使用される溶解性多孔質固体物を含む、様々な製品形態のいかなる形態でも製造
することができる。溶解性多孔質固体物は、パーソナルケア組成物に使用する場合に、連
続的であっても又は非連続的であってもよい。製品形態に関わらず、本発明の方法の範囲
内で想到される実施形態を形成する全ての製品について重要なものは、固体高分子構造化
剤と界面活性剤含有有効成分との組み合わせを含む、選択され定義される溶解性多孔質固
体物である。
【０１３３】
　本発明の溶解性多孔質固体物は、好ましくは、使用者によって容易に操作することが可
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能である適当なサイズの、１つ以上の平らなシート又はパッドの形態である。本発明の溶
解性多孔質固体物は、正方形、長方形又は円盤状又は任意の他の形状であってよい。パッ
ドは、また、穿孔及び又は切断メカニズムによって１つずつ取り出せる単独の部分を備え
るテープ状ロールのディスペンサーで供給されているものを含む、連続的なストリップの
形態であることができる。あるいは、本発明の溶解性多孔質固体物は、１つ以上の円筒形
の物品、球形の物品、管状の物品又は任意の他の形状の物品の形態にある。本発明の溶解
性多孔質固体物は、約０．５ｍｍ～約１０ｍｍ、１つの実施形態では約１ｍｍ～約９ｍｍ
、別の実施形態では約２ｍｍ～約８ｍｍ、更に別の実施形態では約３ｍｍ～約７ｍｍの厚
さ（キャリパー）を有することができる。パッド又はストリップに対して、３次元以上を
備える円筒状、球状、又は他の物品の場合は、厚さは、最短寸法の最大距離、つまり、例
えば球又は円筒の直径として取られる。
【０１３４】
　本発明の溶解性多孔質固体物は、文字、ロゴ若しくは図形が挙げられる、１つ以上の非
平滑な、くぼみのある、又は地形のような模様の付いた表面を含んでもよい。非平滑な基
材は、好ましくはその基材の表面に起因し、その基材の最も外側の表面がその表面の他の
領域に対して隆起している部分を含む。その隆起部分は、物品の形成された形状に由来し
得る。例えば、物品を最初はくぼみのあるパターン又はワッフル状パターンに形成するこ
とができる。その隆起部分はまた、クレーピング工程、刷り込みコーティング、エンボス
パターン、隆起部分を有する他の層への積層、から生じてよく、又は溶解性多孔質固体物
基材自身の物理的形状の結果生じてもよい。非平滑化はまた、その基材を非平滑な第二の
基材に積層する結果生じてもよい。
【０１３５】
　特定の実施形態では、本発明の溶解性多孔質固体物は多孔質固体物の中に入り込む又は
中を貫通する孔若しくはチャネルで穿孔することもできる。これらの穿孔は、下層の金型
、ベルトの表面又は他の非粘着性の表面から伸びる犬くぎによって、乾燥工程時に形成さ
れ得る。別の方法としては、これらの穿孔は、乾燥工程の後でピン、針又は他の鋭利な物
体で多孔質固体物をつつくか又は突き刺すことによって形成することができる。好ましく
は、これらの穿孔は、表面積当たりの数は大きいが、多孔質固体物の完全性又は物理的外
観を犠牲にするほど数は多くない。かかる穿孔は、非穿孔化多孔質固体物と比較して、多
孔質固体物の水への溶解速度を増すことが発見された。
【０１３６】
　本発明の溶解性多孔質固体物はまた、非水溶性の用具又は装置によってもたらすことが
できる。例えば、物品は何らかの方法によって、アプリケーター、つまり櫛、布切れ、棒
、又は他の任意の水不溶性と考えられるアプリケーターに付着又は糊付けされ、毛髪及び
／又は皮膚への適用が容易になる。更に、本溶解性多孔質固体物は、別個の大表面積非水
溶性用具、すなわち、多孔質スポンジ、パフ、平らなシートなどの表面に吸着させてもよ
い。後者については、本発明の溶解性多孔質固体物は、薄膜又は層として吸着させてもよ
い。
【０１３７】
　製品のタイプ
　本発明の溶解性多孔質固体物及び方法による使用のための製品タイプの実施形態の非限
定的な例としては、ヘアコンディショニング基質（substrates）、潤いを与える基質、他
の毛髪トリートメント基質、他の皮膚又は全身トリートメント基質、髭剃り準備基質、ペ
ットケア基質、薬剤又は他のスキンケア有効成分を含むパーソナルケア基質、潤いを与え
る基質、日焼け止め基質、長期にわたり皮膚に有効な成分基質（例えば、ビタミンを含む
基質、アルファ－ヒドロキシ酸を含む基質など）、脱臭基質、香料を含む基質、及び同様
物などが挙げられる。
【０１３８】
　Ｉ．製造方法
　本発明のパーソナルケア溶解性多孔質固体物品は、以下を含むプロセスにより調製する
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ことができる：（１）界面活性剤と溶解した高分子構造化剤と可塑剤と他の任意成分とを
含む加工混合物を調製する工程、（２）その混合物内にガスを導入することにより加工混
合物を気泡化して、湿潤気泡化混合物を形成する工程、（３）湿潤気泡化混合物を所望の
１つ以上の形状に形成する工程、（４）湿潤気泡化混合物を所望の最終水分含量まで（例
えば、エネルギーを加えることにより約０．１～約２５％の水分）まで乾燥させる工程、
及び（５）物品の表面に疎水性美容有効成分を添加する工程。
【０１３９】
　加工混合物の調製
　加工混合物は、一般に水、可塑剤及び他の任意成分の存在下で高分子構造化剤を溶解し
、熱し、続いて冷却することにより調製する。このことは、任意の好適な熱せられたバッ
チ攪拌システムにより、又は単軸押出機若しくは双軸押出機若しくは熱交換器を、高せん
断又は静的混合に使用する任意の好適な連続的なシステムにより達成することができる。
任意の工程は、ポリマーが水、界面活性剤、可塑剤、及び成分の任意の組み合わせのプレ
ミックス部分による段階的加工を含む他の任意成分の存在下で、最終的に溶解するように
想定され得る。
【０１４０】
　本発明の加工混合物は、乾燥前の加工混合物の重量で、約２０％～約５０％の固体物、
別の実施形態では約２５％～約４５％の固体物、別の実施形態では約３０％～約４０％の
固体物を含み、かつ約５，０００センチポアズ（「ｃｐｓ」）～約１５０，０００ｃｐｓ
、１つの実施形態では約７，５００ｃｐｓ～約１２５，０００ｃｐｓ、別の実施形態では
約１０，０００ｃｐｓ～約１００，０００ｃｐｓ、更に別の実施形態では約１２，５００
ｃｐｓ～約７５，０００ｃｐｓの粘度を有する。
【０１４１】
　加工混合物の粘度の値は、２５℃において３０秒にわたって１．０レシプロカル秒（re
ciprocal seconds）の剪断速度で、４．０ｃｍ直径の平行プレート及び１，２００マイク
ロメートルのギャップを備えるＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ＡＲ５００　Ｒｈｅｏｍ
ｅｔｅｒ（ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ，Ｎｅｗ　Ｃａｓｔｌｅ，ＤＥから入手可能）
などの好適なレオメーターで、又は２５℃において２分にわたって１．０レシプロカル秒
の剪断速度で、ＣＰ－４１及びＣＰ－４２スピンドルを備えるＢｒｏｏｋｆｉｅｌｄモデ
ルのＤＶ－１　ＰＲＩＭＥ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｉｓｃｏｍｅｔｅｒなどの標準粘度計（
Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．
，Ｍｉｄｄｌｅｂｏｒｏ，ＭＡから入手可能）で、測定することができる。固形分率含有
量は、水及び低沸騰アルコールのような明らかに揮発性のいずれの物質も除く、固形分、
半固形分及び液体成分の全ての総加工混合物の重量による重量パーセントの合計である。
【０１４２】
　加工混合物の気泡化
　加工混合物の気泡化は、ガスをその混合物内に導入することにより、好ましくは機械的
混合エネルギーによって達成することができるが、また化学的な方法によって達成しても
よい。気泡化は、任意の好適な機械的加工方法によって達成されてもよく、その方法には
、（ｉ）遊星ミキサー又は他の好適な混合容器を含む機械的混合によるバッチタンク気泡
化、（ｉｉ）食品業界で使用される（加圧及び非加圧）半連続的又は連続的気泡化装置、
若しくは（ｉｉｉ）多孔質固体物を形成するために熱を有している金型内などで圧縮され
得る気泡化ビーズ又は粒子を形成するために、加工混合物をスプレー乾燥させる工程、が
挙げられるが、それらに限定されない。
【０１４３】
　特定の実施形態においては、本発明の溶解性多孔質固体物は、食品産業においてマシュ
マロの製造時に従来利用される半連続的及び連続的加圧気泡化装置中で調製できることが
明らかにされた。好適な加圧気泡化装置としては、Ｍｏｒｔｏｎ泡たて器（Ｍｏｒｔｏｎ
　Ｍａｃｈｉｎｅ　Ｃｏ．，Ｍｏｔｈｅｒｗｅｌｌ，Ｓｃｏｔｌａｎｄ）、Ｏａｋｅｓ連
続自動ミキサー（Ｅ．Ｔ．Ｏａｋｅｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｈａｕｐｐａｕｇｅ，
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Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）、Ｆｅｄｃｏ連続ミキサー（Ｐｅｅｒｌｅｓｓ　Ｇｒｏｕｐ，Ｓｉｄ
ｎｅｙ，Ｏｈｉｏ）、及びＰｒｅｓｗｈｉｐ（ホソカワミクロングループ、日本、大阪市
）が挙げられる。
【０１４４】
　本発明の溶解性多孔質固体物は、化学的な発泡剤でその場のガス形成（例えば、発泡系
によるＣＯ2形成を含む、１つ以上の成分の化学反応を介する形成）によっても調製する
ことができる。
【０１４５】
　湿潤気泡化加工混合物の形成
　湿潤気泡化加工混合物の形成は、所望の１つの形状又は複数の形状にその混合物を形成
するための任意の好適な方法によって達成することができ、それらの方法には、限定する
ものではないが、以下の方法が挙げられる：（ｉ）テフロン（登録商標）、金属、ＨＤＰ
Ｅ、ポリカーボネート、ネオプレーン、ゴム、ＬＤＰＥ、ガラス及び同様物を含む非干渉
及び非付着性表面を備える特別に設計された金型への気泡化混合物の堆積、（ｉｉ）浅底
のトレーに入っている乾燥粒状デンプン内に刻み込まれている空隙の中への気泡化混合物
の堆積（例えば、菓子産業で広く利用されるデンプン成型形成技術）、並びに（ｉｉｉ）
後でスタンプされ、カットされ、ロール上にエンボス加工され又は保管され得る、任意の
非干渉又は非付着性材料テフロン（登録商標）、金属、ＨＤＰＥ、ポリカーボネート、ネ
オプレーン、ゴム、ＬＤＰＥ、ガラス及び同様物を備える連続的ベルト又はスクリーン上
への気泡化混合物の堆積。
【０１４６】
　形成された湿潤気泡化加工混合物の乾燥
　形成された湿潤気泡化加工混合物の乾燥は、任意の好適な方法によって達成することが
でき、それらの方法には、限定するものではないが、以下を含む：（ｉ）制御された温度
及び圧力又は大気条件を備える部屋を含む乾燥室、（ｉｉ）制御された温度及び任意の湿
度を備える非対流式又は対流式オーブンを含むオーブン、（ｉｉｉ）トラック／トレー乾
燥機、（ｉｖ）多段式直列乾燥機、（ｖ）衝突オーブン、（ｖｉ）回転式オーブン／乾燥
機；（ｖｉｉ）直列焙煎機、（ｖｉｉｉ）急速高伝熱オーブン及び乾燥機；（ｉｘ）二重
プレナム焙煎機、（ｘ）コンベヤー乾燥機、（ｘｉ）マイクロ波乾燥技術、及びこれらの
組み合わせ。好ましくは、凍結乾燥法を含まない任意の好適な乾燥法を使用できる。
【０１４７】
　上述の４種の加工工程のいずれかの間に、又は乾燥工程の後でも任意成分を与えること
ができる。
【０１４８】
　物品の表面に疎水性有効成分を添加することによる、コーティングされた物品の形成
　任意の好適な適用方法を使用して、物品に疎水性有益剤を適用して、その結果、物品の
固体／空気境界面の少なくとも一部分に吸着している表面残留コーティングを形成するこ
とができる。例えば、これは、噴霧、展着、滴下、プリント、異なる物品間若しくは同一
物品の異なる部分の間でのサンドイッチ、層化、注入、ロールオン又は浸漬で行うことが
できる。疎水性有益剤は、物品の外面の部分又は全域に適用することができ、飾り、装飾
、ロゴ形成、デザインなどの方法で適用することができる。
【０１４９】
　ＩＩ．性能及び物理特性
　本物品は最大気泡壁の厚さを有する。その物品は、約０．０２ｍｍ～約０．１５ｍｍ、
１つの実施形態においては約０．０２５ｍｍ～約０．１２ｍｍ、別の実施形態においては
約０．０３ｍｍ～約０．０９ｍｍ、更に別の実施形態においては約０．０３５ｍｍ～約０
．０６ｍｍの気泡壁厚を有する。
【０１５０】
　本物品の気泡間相互結合性は最小レベルであり、これは星形体積、構造モデル指数（Ｓ
ＭＩ）及び開放気泡含有率のいずれによっても定量化される。本物品は、約１ｍｍ3～約
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９０ｍｍ3、１つの実施形態では約１．５ｍｍ3～約６０ｍｍ3、別の実施形態では約２ｍ
ｍ3～約３０ｍｍ3、更に別の実施形態では約２．５ｍｍ3～約１５ｍｍ3の星形体積を有す
る。本物品は、約０．０～約３．０、１つの実施形態では約０．５～約２．７５、及び別
の実施形態では約１．０～約２．５０の負でない構造モデル指数を有する。本物品は、約
８０％～１００％、１つの実施形態では約８５％～約９７．５％、及び別の実施形態では
約９０％～約９５％の開放気泡含有率を有する。
【０１５１】
　本物品はまた、最小比表面積を有する。本物品は、約０．０３ｍ2／ｇ～約０．２５ｍ2

／ｇ、１つの実施形態では約０．０３５ｍ2／ｇ～約０．２２ｍ2／ｇ、別の実施形態では
約０．０４ｍ2／ｇ～約０．１９ｍ2／ｇ、及び更に別の実施形態では約０．０４５ｍ2／
ｇ～約０．１６ｍ2／ｇの比表面積を有する。
【０１５２】
　本物品は、約１２５グラム／ｍ2～約３，０００グラム／ｍ2、１つの実施形態では約２
００グラム／ｍ2～約２，５００グラム／ｍ2、別の実施形態では約３００グラム／ｍ2～
約２，０００グラム／ｍ2、更に別の実施形態では約４００グラム／ｍ2～約１，５００グ
ラム／ｍ2の坪量を有することができる。
【０１５３】
　本物品は、約０．０５ｇ／ｃｍ3～約０．４ｇ／ｃｍ3、１つの実施形態では約０．０８
ｇ／ｃｍ3～約０．３ｇ／ｃｍ3、別の実施形態では約０．１ｇ／ｃｍ3～約０．２５ｇ／
ｃｍ3、別の実施形態では約０．１２ｇ／ｃｍ3～約０．２ｇ／ｃｍ3の固体密度を有する
。
【０１５４】
　溶解率
　本発明の溶解性多孔質固体物は、水を適用して使用する際に多孔質固体物が速やかに分
解するような溶解速度を有する。溶解性多孔質固体成分の溶解速度は、以下に記載される
方法論によって測定される。
【０１５５】
　手での溶解方法：ニトリル手袋を着用している状態で、０．５～０．８ｇの溶解性多孔
質固体（本明細書の実施例に記載）を手の平に配置する。シリンジを介して７．５ｃｍ3

のぬるめの水道水（約３０℃～約３５℃）を素早く適用する。円運動を用いて、溶解が発
生するまで１度に２ストローク、手の平をこすり合わせる（３０ストロークまで）。溶解
しない材料（３０回のストローク後）を、前もって重さを量った計量ボートに置く。溶解
しない材料の乾燥重量を翌日測定する。手溶解値は、完全に溶解するのに要するストロー
ク数として、又は最大３０ストロークとして記録する。後者のシナリオの場合、不溶解材
料の重さを更に記録する。
【０１５６】
　本発明の溶解性多孔質固体物は、約１～約３０ストローク、１つの実施形態では約２～
約２５ストローク、他の実施形態では約３～約２０ストローク、及び更に他の実施形態で
は、約４～約１５ストロークの手溶解値を有する。
【０１５７】
　厚さ
　本発明の溶解性多孔質固体物は、好ましくはパッド、ストリップ又はテープの形態をし
た平らな可撓性基材であり、以下の手法によって計測されるように、約０．５ｍｍ～約１
０ｍｍ、１つの実施形態では約１ｍｍ～約９ｍｍ、別の実施形態では約２ｍｍ～約８ｍｍ
、更なる実施形態では約３ｍｍ～約７ｍｍの厚さを有する。パッド又はストリップに対し
て、第３次元以上を備える円筒状、球状、又は他の物体の場合は、厚さは、最短寸法の最
大距離、つまり、例えば球状又は円筒状の直径、として取られ、厚さの範囲は上述と同じ
である。
【０１５８】
　溶解性多孔質固体物（すなわち基材又は試料基材）の厚さは、Ｍｉｔｕｔｏｙｏ　Ｃｏ
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ｒｐｏｒａｔｉｏｎ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｄｉｓｋ　Ｓｔａｎｄ　Ｍｉｃｒｏｍｅｔｅｒ　
Ｍｏｄｅｌ　Ｎｕｍｂｅｒ　ＩＤＳ－１０１２Ｅ（Ｍｉｔｕｔｏｙｏ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ
ｉｏｎ，９６５　Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｂｌｖｄ，Ａｕｒｏｒａ，ＩＬ，ＵＳＡ　６０５
０４）のようなミクロメーター又はすき間ゲージを用いて得られる。ミクロメーターは、
直径２．５４ｃｍ（１インチ）、重さ約３２グラムのプラテンを有し、約６．３２ｇｍ／
ｃｍ2（４０．７ｐｓｉ）の印加圧力において厚さを測定する。
【０１５９】
　溶解性多孔質固体物の厚さは、プラテンを引き起こし、試料基材の一部分をプラテンの
真下のスタンド上に配置し、注意深くプラテンを下げて試料基材に接触させ、プラテンを
離し、試料基材の厚さをミリメートル単位で数値表示装置上で測定することにより、測定
する。平らでないより堅い基材の場合を除いて、厚さを可能な限り最下位の表面圧力にお
いて測定するのを確実にするために、試料基材をプラテンの全てのエッジまで十分に延ば
すべきである。完全には平らでないより堅い基材に対しては、基材の平らなエッジを、基
材の平らな部分上で衝突するプラテンの一部分のみを用いて測定する。
【０１６０】
　坪量
　本発明のパーソナルケア組成物の溶解性多孔質固体成分は、約１２５グラム／ｍ2～約
３，０００グラム／ｍ2、１つの実施形態では約１５０グラム／ｍ2～約１，２００グラム
／ｍ2、更なる実施形態では約２００グラム／ｍ2～約２，５００グラム／ｍ2、更なる実
施形態では約３００グラム／ｍ2～約２，０００グラム／ｍ2、更に別の実施形態では約４
００グラム／ｍ2～約１，５００グラム／ｍ2の坪量を有する。
【０１６１】
　本明細書中のパーソナルケア構成体の溶解性多孔質固体成分の基本重量は、選択される
溶解性多孔質固体の面積当たりの溶解性多孔質固体成分の重さ（グラム／メートル2）と
して計算される。その面積は多孔質固体物の外側エッジに直角の平坦表面上の投影面積と
して計算される。平らな物体に対しては、面積は、したがって試料の外側周囲内に取り囲
まれている面積に基づいて計算される。球状物体に対しては、面積は、したがって３．１
４×（直径／２）2として平均直径に基づいて計算される。円筒状物体に対しては、面積
は、したがって直径×長さとして平均直径及び平均長さに基づいて計算される。イレギュ
ラーな形状の３次元物体に対しては、面積は、この側面に直角に方向付けられた平坦表面
上に投影される最大の外側寸法を備える側面に基づいて計算される。このことは、物体の
外側寸法を１枚のグラフ用紙上で鉛筆で注意深くトレーシングし、次に２乗のおよその計
数で面積を計算し、そして２乗の既知の面積を掛けるか又は尺度を含んでかつ画像分析技
術を用いてトレーシングした面積（コントラストのために陰影がつけられているのが好ま
しい）の写真を撮ることによって達成できる。
【０１６２】
　密度
　本明細書に記載のパーソナルケア組成物の溶解性多孔質固体物は、密度測定の観点から
特徴付けることができる。１つの実施形態では、本多孔質固体物は、約０．０５ｇ／ｃｍ
3～約０．４ｇ／ｃｍ3、特定の実施形態では約０．０８ｇ／ｃｍ3～約０．３ｇ／ｃｍ3、
別の実施形態では約０．１０ｇ／ｃｍ3～約０．２５ｇ／ｃｍ3、更に別の実施形態では約
０．１２ｇ／ｃｍ3～約０．２０ｇ／ｃｍ3の密度を有する。
【０１６３】
　本溶解性多孔質固体物の密度は、次の等式によって決定される：計算密度＝多孔質固体
物の坪量／（多孔質固体物の厚さ×１，０００）。
【０１６４】
　気泡間結合性
　上記の特性を備える本発明の溶解性多孔質固体物パーソナルケア製品は、高い度合いの
気泡間結合性を有し、すなわち主に独立気泡の固体発泡体とは対照的に、主に開放気泡型
の固体発泡体である。気泡間結合性は、光学顕微鏡、走査電子顕微鏡、マイクロ計算断層
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撮影パラメーター（星形体積及びＳＭＩ指数）、ガスピクノメトリーパラメーター（開放
気泡含有百分率）又は他の好適な方法により評価することができる。
【０１６５】
　気泡間結合性を測定する好ましい定性的方法は、光学顕微鏡を介するものである。これ
は、固体物の薄片をはさみ又は鋭利な刃を使用してｚ軸方向に２～３ｍｍ幅で切り（固体
物の垂直なｘ－ｙ最大表面を横切って測定される）、得られた薄片を９０度曲げて、切り
たての断面領域の内部気泡構造を露出することで評価することができる。この断面領域は
接近しての目視観察か、又はより正確にはＯｌｙｍｐｕｓ　Ｏｌｙｍｐｕｓ　Ａｍｅｒｉ
ｃａ　Ｉｎｃ．，Ｃｅｎｔｅｒ　Ｖａｌｌｅｙ，ＰＡから入手可能なＳＺＸ１２　Ｓｔｅ
ｒｅｏ　ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅなどの立体顕微鏡での倍率を選択することで評価すること
ができる。本発明の開放気泡型溶解性多孔質固体物は、支柱の周囲に断面の深さにわたっ
て三次元を含んで互いに内部結合している開放空隙を備える主に支柱の三次元網状組織を
含む断面領域の内部を、検査することで容易に同定し得る。対照的に、独立気泡の発泡体
内部断面は別個の気泡として現れることがあり、別個の気泡は横切って切断されて、切断
プロセスは切断領域の露出を生じさせるという理由から、次いで断面表面でのみ二次元で
内部結合される。
【０１６６】
　気泡間結合性を決定する特に好ましい定量的手段は、星形体積及び構造モデル指数を介
するものである。マイクロ計算断層撮影システム（μＣＴ８０、ＳＮ　０６０７１２００
、Ｓｃａｎｃｏ　Ｍｅｄｉｃａｌ　ＡＧ）を用いて直径およそ４ｃｍ、高さ３～７ｍｍの
円盤状サンプルをスキャンする。各試料を、円筒型の管の底の上に平らに位置している間
に撮像する。画像取得のパラメーターは、４５ｋＶｐ、１７７μＡ、５１．２ｍｍの視野
、集積時間８００ｍｓ、１０００投影である。スライスの数は、試料の高さをカバーする
ように調節する。再生されるデータセットは、２５μｍの等方性解像度を備える各２０４
８×２０４８ピクセルの画像の積み重ねから構成される。データ分析には、表面領域を避
けて十分に試料内に入るように対象とする体積を選択する。典型的には、対象とする体積
は１０２８×７７２×９８ボクセルである。
【０１６７】
　構造モデル指数（ＳＭＩ）は、Ｓｃａｎｃｏ　Ｍｅｄｉｃａｌの骨梁形態計測評価を用
いて閾値１７で測定する。この指数で、骨梁の構造概観が数量化される。（参照Ｔ．Ｈｉ
ｌｄｅｂｒａｎｄ，Ｐ．Ｒｕｅｇｓｅｇｇｅｒ「構造モデル指数を備える骨微細建築の数
量化（Quantification of bone microarchitecture with the structure model index）
」Ｃｏｍｐ　Ｍｅｔｈ　Ｂｉｏｍｅｃｈ　Ｂｉｏｍｅｄ　Ｅｎｇ　１９９７；１：１５～
２３）。三角表面は極く僅かに正常方向に拡張され、かつ新しい骨表面及び体積が計算さ
れる。これにより、骨表面の誘導体（ｄＢＳ／ｄｒ）を決定する。次いでＳＭＩは以下の
等式によって表される。
【０１６８】
【数１】

【０１６９】
　ＳＭＩは、モデルタイプに対する構造物の凸性に関連する。理想的な（平らな）プレー
トは、０のＳＭＩ（プレートの拡張を備える表面変化が全く無い）を有するのに対して、
理想的な円筒型の棒は３のＳＭＩ（棒の拡張を備える表面の線形増加）を有する。丸い球
体は４のＳＭＩを有する。凹性構造物は、負のｄＢＳ／ｄｒを提示し、その結果負のＳＭ
Ｉ値をもたらす。対象とする体積のエッジに理論上存在する境界は、計算には含まれず、
したがって削除される。
【０１７０】
　Ｓｃａｎｃｏ医療分析に加えて、星形体積測定を行う。星形体積は、二相構造物内の空
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隙の開放度の測定である。対象とする相（本発明の場合、これは背面である）においてラ
ンダムに均一に分配した点のセットを選択することにより、これらの点それぞれからラン
ダムな方向に線を延ばすことができる。それらの線が最前面相に触れるまで延ばす。次い
でそれらの各線の長さを記録する。それらのランダムな点を、各方向毎に（ｘ／ｙ／ｚ）
に１０点サンプリングし、各点で１０の角度をランダムに選択する。線が対象とするのＲ
ＯＩの境界にまで伸びた場合には、その線は棄却される（表面相と実際に交差する線を受
け入れたいだけである）。最終等式は、Ｓｔａｒ　ｖｏｌｕｍｅ　ｉｎ　ｂｏｎｅ　ｒｅ
ｓｅａｒｃｈ．Ａ　ｈｉｓｔｏｍｏｒｐｈｏｍｅｔｒｉｃ　ａｎａｌｙｓｉｓ　ｏｆ　ｔ
ｒａｂｅｃｕｌａｒ　ｂｏｎｅ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　ｕｓｉｎｇ　ｖｅｒｔｉｃａｌ　
ｓｅｃｔｉｏｎｓ；Ｖｅｓｔｅｒｂｙ，Ａ．；Ａｎａｔ　Ｒｅｃ．；１９９３　Ｆｅｂ；
２３５（２）：３２５～３３４で発表された研究に基づく。
【０１７１】
【数２】

　式中、「ｄｉｓｔ」は個々の距離であり、Ｎは評価された線の数である。
【０１７２】
　開放気泡含有百分率は、ガス比重びん法を通して測定される。ガス比重びん法は、体積
を正確に測定するガス置換法を用いる一般的な分析技術である。置換媒体としてヘリウム
又は窒素のような不活性ガスを使用する。試料を既知の体積の計器コンパートメント内に
密閉し、適切な不活性ガスを入れ、次に別の精密な内部体積へと拡張する。拡張前後の圧
力を測定し、試料体積を計算するのに使用する。この体積を試料重量で割って、気体置換
密度を得る。
【０１７３】
　ＡＳＴＭ標準試験方法Ｄ２８５６は、気体比重びん（Air Comparison Pycnometer）の
古いモデルを用いて開放気泡の割合を決定する手順を提供する。この装置はもはや製造さ
れていない。しかしながら、Ｍｉｃｒｏｍｅｒｉｔｉｃｓ’のＡｃｃｕＰｙｃ比重びんを
用いるテストを実施することにより便利にかつ精密に開放気泡のパーセントを決定するこ
とができる。ＡＳＴＭ手順Ｄ２８５６は、発泡材料の開放気泡の割合を決定するための５
つの方法（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥ）を説明する。
【０１７４】
　これらの実験のために、窒素ガスを用い、Ａｃｃｕｐｙｃ　１３４０を使用して、ＡＳ
ＴＭ　ｆｏａｍｐｙｃソフトウェアにより、試料を分析することができる。ＡＳＴＭ手順
書の方法Ｃは、開放気泡率を計算するために使われるべきである。この方法は、キャリパ
ー及び標準体積計算を用いて決定される幾何学量を、Ａｃｃｕｐｙｃによって決定される
純粋体積と単純に比較する。これらの測定は、Ｍｉｃｒｏｍｅｒｅｔｉｃｓ　Ａｎａｌｙ
ｔｉｃａｌ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓ，Ｉｎｃ．（Ｏｎｅ　Ｍｉｃｒｏｍｅｒｉｔｉｃｓ　Ｄｒ
，Ｓｕｉｔｅ　２００，Ｎｏｒｃｒｏｓｓ，ＧＡ　３００９３）により行うことを薦める
。この技術に関するより多くの情報は、Ｍｉｃｒｏｍｅｒｅｔｉｃｓ　Ａｎａｌｙｔｉｃ
ａｌ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓのウェブサイト（ｗｗｗ．ｐａｒｔｉｃｌｅｔｅｓｔｉｎｇ．ｃ
ｏｍ　ｏｒ　ｗｗｗ．ｍｉｃｒｏｍｅｒｉｔｉｃｓ．ｃｏｍ）上で入手可能であり、ある
いはＣｌｙｄｅ　Ｏｒｒ及びＰａｕｌ　Ｗｅｂｂによる本「Ａｎａｌｙｔｉｃａｌ　Ｍｅ
ｔｈｏｄｓ　ｉｎ　Ｆｉｎｅ　ｐａｒｔｉｃｌｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」に公開されて
いる。
【０１７５】
　美容有効成分の表面残留コーティングの評価
　本発明の溶解性多孔質固形物上の美容有効成分の表面残留コーティングの存在は、数多
くの技術により判定することができる。泡のより大きな表面積に垂直な断面積は、エネル
ギー分散分光（ＥＤＳ）能力を備えた走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）により調べることができ
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る。断面表面上のケイ素をマッピングするための他の技術には、飛行時間二次イオン質量
分析法（ＴｏＦ－ＳＩＭＳ）及び赤外分光分析法が挙げられる。
【０１７６】
　好ましい方法は、ｃｒｙｏ－ＳＥＭ断面で元素マップを行うことである。きれいなかみ
そりの刃で多孔質固体物から代表的部分を切り出し、切りたての切断した側を上向きにし
て標準ｃｒｙｏ－ＳＥＭ部分上に置く。炭素テープ及び銀塗料で試料を台に固定する。Ｇ
ａｔａｎ　Ａｌｔｏ　２５００　ｃｒｙｏ　ｓｔａｇｅを取り付けたＨｉｔａｃｈｉ　Ｓ
－４７００　ＦＥ－ＳＥＭを用いて試料を撮像する。顕微鏡で撮像する前に、試料を－９
５℃に冷却する。試料を白金で軽くコーティングして、荷電を低減する。下部二次電子検
出器を用いて、２ｋＶ、２０μＡ引出電圧、ウルトラ解像モードにて代表的な像を回収す
る。長い作業距離を用いて、断面積の大部分（２～４ｍｍ）が１つのフレームで撮像され
るようにする。Ｏｘｆｏｒｄ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓのエネルギー分散形Ｘ線分光器（
Ｉｎｃａ　ｓｙｓｔｅｍ）を用いて、元素マッピングを行う。マッピング条件は以下の通
りである。加速電圧＝１０ｋＶ、引出電圧＝２０μＡ、温度＝－１０５℃、作業距離＝１
２ｍｍ（およそ）、コンデンサー設定＝５。元素マップは、少なくとも２００秒にわたっ
て採取される。次に、対象の元素（美容有効成分が添加される前の元々の多孔質固体物中
には存在しない、美容成分中に存在する元素を選択する）を選択し、マップとして表示さ
せる。
【０１７７】
　表面残留美容有効成分コーティングの測定は、多孔質固体物の切断断面積にわたる、選
択された美容成分の分布を比較することによって行うことができる。特に、美容有効成分
元素は、元々の固体／空気界面に（コーティングとして）存在すべきであるが、固体物の
露出された切断されたばかりの内側を分析することにより確かめられ得るように、固体気
泡の内側の露出した断面には存在すべきではない。切断したばかりの断面固体物気泡の内
側へのいくらかの元素混入が、多孔質固体物の切断プロセスの結果として生じ得ることに
は留意すべきである。しかしながら、美容成分元素が多く分布するのは、本明細書で例示
されているように、依然として元々の固体／空気境界面においてであり、気泡の露出され
た切断面の内側の中においてではない。
【０１７８】
　本発明の表面残留美容有効成分コーティングが一般に全ての露出された固体／空気境界
面にわたって均一に広がるものではないこともまた留意すべきである。むしろ、本発明の
表面残留コーティングは典型的には、コーティング適用地点から空隙に重力に従って約０
．５～３ｍｍ下に広がることが判明している。したがって、本発明の美容成分の表面残留
コーティングの測定は（上記のように）、多孔質固体物の上下端間及び端縁間の多くの異
なる断面にわたって行うべきである。存在する場合には、表面残留美容有効成分コーティ
ングは一般に、美容成分が最初に適用される表面の局所近傍内（表面から０．５～３．０
ｍｍ以内）である。
【０１７９】
　気泡壁の厚さ
　その気泡壁の厚さは、本明細書に記載のようにマイクロコンピューターを使った断層撮
影法（μＣＴ８０、ＳＮ　０６０７１２００、スキャンコ・メディカルＡＧ（Scanco Med
ical AG））を通してスキャンされた画像から計算される。その気泡壁の厚さは、スキャ
ンコ・メディカル（Scanco Medical）の骨梁形態計測評価を用いて骨梁厚さの測定のため
に定められている方法に従って決定される。Ｓｃａｎｃｏユーザーマニュアルから引用さ
れるような骨梁厚さの定義：骨梁厚さは、ユークリッドの（Euclidean）距離変換（ＥＤ
Ｍ）を用い、それは最前面相内の任意の点から背面の最も近い点までのユークリッド距離
を計算する。骨梁厚さは、ＥＤＭの極大に関連付けられる中心線の値の２倍を表し、それ
は物体の中心までの距離（この距離の２倍が厚さを表す）を表す。
【０１８０】
　比表面積
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　比表面積は、ガス吸着技術を通して測定される。表面積は、分子規模の固体試料の露出
した表面の測定値である。ＢＥＴ（Ｂｒｕｎａｕｅｒ，Ｅｍｍｅｔ　ａｎｄ　Ｔｅｌｌｅ
ｒ）理論は、表面積を決定するのに用いられる最もよく知られているモデルであり、ガス
吸着等温線に基づいている。ガス吸着は、物理的な吸着及び毛管凝縮を用いてガス吸着等
温線を測定する。この技術は、以下の工程によって要約される。試料を試料管に入れ、真
空下又は流れるガス下で熱して試料の表面上の汚染物を除去する。試料重量は、脱ガスさ
れた試料＋試料管の重量－空の試料管重量により得られる。次に試料管を分析ポート上に
置き、分析をスタートする。この分析方法の最初の工程は、試料管の排気であり、次に液
体窒素温度でヘリウムガスを用いて試料管内の空き空間体積を測定する。次に試料に２度
目の排気をし、ヘリウムガスを除去する。計器は次に、要求される圧力測定値が達成され
るまで、ユーザーが特定する間隔でクリプトンガスを投与することによって吸着等温線を
収集し始める。
【０１８１】
　試料調製（脱ガス）：吸収した汚染物質を適切に洗浄していない試料は分析中にガスを
放出し、表面の一部は、測定のためのアクセスが不可能になる。脱ガスの目的は、分析に
先立って試料の表面からこれらの吸着された分子を除去することである。吸着性分子は、
曝露される純表面積について表面の全部分に到達しなければならない。試料を加熱すると
共に同時に試料管を排気することにより、試料を調製する。
【０１８２】
　これらの実験では、一晩室温にて排気下において、試料を脱ガスする。試料を次に、ク
リプトンガス吸着でＡＳＡＰ　２４２０を用いて分析することができる。クリプトンガス
は液体窒素温度において窒素のおよそ１／３００の飽和圧力を有する（クリプトン：０．
３３ｋＰａ（２．５ｔｏｒｒ）；窒素：１０１．３２ｋＰａ（７６０ｔｏｒｒ））ので、
クリプトンガスが窒素ガスよりも好ましい。したがって、窒素と比較して、試料上の空き
領域に、同一の相対圧にて約１／３００の数のクリプトン分子が存在する。単層を形成す
るには、およそ同数のクリプトン及び窒素分子が必要なので、この数は、窒素の場合より
もはるかに大きな比率の投与量を表す。これらの測定は、Ｍｉｃｒｏｍｅｒｅｔｉｃｓ　
Ａｎａｌｙｔｉｃａｌ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓ，Ｉｎｃ．（Ｏｎｅ　Ｍｉｃｒｏｍｅｒｉｔｉ
ｃｓ　Ｄｒ，Ｓｕｉｔｅ　２００，Ｎｏｒｃｒｏｓｓ，ＧＡ　３００９３）により行うこ
とを薦める。この技術に関するより多くの情報は、Ｍｉｃｒｏｍｅｒｅｔｉｃｓ　Ａｎａ
ｌｙｔｉｃａｌ　Ｓｅｒｖｉｃｅｓのウェブサイト（ｗｗｗ．ｐａｒｔｉｃｌｅｔｅｓｔ
ｉｎｇ．ｃｏｍ　ｏｒ　ｗｗｗ．ｍｉｃｒｏｍｅｒｉｔｉｃｓ．ｃｏｍ）上で入手可能で
あり、あるいはＣｌｙｄｅ　Ｏｒｒ及びＰａｕｌ　Ｗｅｂｂによる本「Ａｎａｌｙｔｉｃ
ａｌ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｉｎ　Ｆｉｎｅ　ｐａｒｔｉｃｌｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」に
公開されている。
【０１８３】
　ＩＶ．使用方法
　本発明の組成物は、毛髪及び／又は皮膚などの哺乳類ケラチン性組織を処理するのに使
用することができ、かつ速やかなすすぎ能力を提供することができる。毛髪をコンディシ
ョニングする方法は、以下の工程を含んでよい：ａ）溶解性多孔質固体物の有効量を手に
適用する工程、ｂ）溶解性多孔質固体物を水で濡らし、かつ固体物をこすって溶解する工
程、ｃ）溶解した物質をトリートメントするために毛髪又は皮膚のいずれかに適用する工
程、及びｄ）薄められたトリートメントを水を用いて毛髪又は皮膚からすすぐ工程。これ
らの工程は、所望のトリートメント効果を達成するために所望に応じて何度でも繰り返す
ことができる。
【実施例】
【０１８４】
　以下の実施例は、本発明の範囲内にある実施形態を更に説明し、かつ、実証する。これ
ら実施例は、例示目的のためにのみ提供され、しかも、本発明の趣旨及び範囲から逸脱す
ることなく、それらの多くの変更が可能であることから、本発明を限定するものとして解
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基準とした濃度、すなわち、重量／重量百分率である。なお、実施例１、８及び１０は参
考例とする。
【０１８５】
　実施例１：濃縮界面活性剤プレミックスの調製
　以下の濃縮界面活性剤プレミックス組成物を調製する：
【０１８６】
【表１】

　1　０／０．３／０．９／０．５／７１．５／１／２０／１．９／３．９／０の推定Ｃ
８／Ｃ９／Ｃ１０／Ｃ１１／Ｃ１２／Ｃ１３／Ｃ１４／Ｃ１５／Ｃ１６／Ｃ１８アルキル
鎖長分布を有し、平均２．０モルのエトキシル化を受けた２５％活性でのラウレス－３硫
酸アンモニウム、供給元：Ｐｒｏｃｔｅｒ　＆　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ
　2　０／０．３／１．１／０．５／７０．６／１．１／２０．９／１．６／４．１／０
の推定Ｃ８／Ｃ９／Ｃ１０／Ｃ１１／Ｃ１２／Ｃ１３／Ｃ１４／Ｃ１５／Ｃ１６／Ｃ１８
アルキル鎖長分布を有する２５％活性でのラウリル硫酸アンモニウム、供給元：Ｐｒｏｃ
ｔｅｒ　＆　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ
　3　ＣＯ－１６９４セチルアルコールＮＦ、供給元：Ｐｒｏｃｔｅｒ　＆　Ｇａｍｂｌ
ｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ
　4　ＮＩＮＯＬ　ＣＯＭＦ、供給元：Ｓｔｅｐａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｎｏｒｔｈｆｉ
ｅｌｄ，ＩＬ。
【０１８７】
　ラウレス－３硫酸アンモニウム及びラウリル硫酸アンモニウムを洗浄及び計量済みの容
器に添加し、オーバーヘッドミキサーを用いて１００～３００ｒｐｍで撹拌する。混合物
を７０～７５℃にゆっくりと加熱し、その後、セチルアルコール及びコカミドＭＥＡを添
加する。混合物を撹拌し続けながら再び７０～７５℃にし、次いで室温まで放冷する。次
に、（生成中の蒸発分を補うために）追加の蒸留水を添加することにより、実際の生成物
重量を目標生成物重量に調整し、その後、均質になるまで撹拌する。
【０１８８】
　実施例２：シリコーンコーティングを後から添加した溶解性多孔質固体コンディショニ
ングシャンプー
　以下の、シリコーンコーティングを後から添加した溶解性多孔質固体コンディショニン
グシャンプーを、本発明に従って調製する。
【０１８９】
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【表２】

　1　８７～８９％加水分解。分子量８５，０００～１２４，０００。Ｓｉｇｍａ－Ａｌ
ｄｒｉｃｈ（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯ　６３１７８）から入手可能。
　2　Ｓｕｐｅｒｏｌ　Ｋ，ＵＳＰ　ＦＣＣ　ＥＰグリセリン、供給元：Ｐｒｏｃｔｅｒ
　＆　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ
【０１９０】
　市販の電子レンジ（Ｓａｎｙｏ　ＥＭ－Ｅ１１００Ｓ、Ｓａｎｙｏ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ
．，Ｌｔｄ．）及び高速混合装置（ＳｐｅｅｄＭｉｘｅｒ（商標）ＤＡＣ　４００ＦＶ、
Ｈａｕｓｃｈｉｌｄ（Ｇｅｒｍａｎｙ）製、ＦｌａｃｋＴｅｋ　Ｉｎｃ．（Ｌａｎｄｒｕ
ｍ，Ｓｏｕｔｈ　Ｃａｒｏｌｉｎａ）により流通）を用いて、目標重量２５０グラムの上
記組成物を調製する。蒸留水及びグリセリンをＳｐｅｅｄＭｉｘｅｒ（商標）Ｍａｘ　３
００カップに添加し、閉じた容器を均質になるまで手で回転させることにより混合する。
ポリビニルアルコールを添加し、閉じた容器の内容物を最高速度（およそ２，７４３回転
毎分）で３０秒にわたって混合する。スパチュラによりしばしば撹拌して、こぼれるのを
防止しながら、電子レンジによる加熱をパワーレベル１０にて１５～４０秒の増分で行う
。ポリビニルアルコールが混合物内に均一に分散するまで、この手順を複数回繰り返す。
次に、ポリビニルアルコールが完全に溶解するまで（少なくとも１時間）、閉じた容器を
対流式オーブン内で７５～８０℃に加熱する。次に、（実施例１からの）界面活性剤プレ
ミックスをこのポリビニルアルコール／水／グリセリン混合物に添加し、得られた組み合
わせを３０秒にわたってＳｐｅｅｄＭｉｘｅｒ（商標）内で最大速度にて均質になるまで
混合する。次に、香料を添加し、続いて更に３０秒にわたってＳｐｅｅｄＭｉｘｅｒ（商
標）内で最大速度にて均質になるまで混合する。目標重量を達成するまで脱イオン水を添
加して、生成中の蒸発分を補い、続いて更に３０秒にわたってＳｐｅｅｄＭｉｘｅｒ（商
標）内で最大速度にて均質になるまで混合する。
【０１９１】
　上記混合物を、平らな回転刃の取り付け物が装着されたＫｉｔｃｈｅｎＡｉｄ（登録商
標）ミキサーモデルＫ５ＳＳ（Ｈｏｂａｒｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｔｒｏｙ，ＯＨ
）から入手可能）の５クォートのステンレススチールのボウルに移す。混合物を、およそ
９０秒にわたって高速で激しく気泡化する。得られた気泡化混合物を次に、スパチュラで
１５０ｍｍ×８５ｍｍのＨＤＰＥ成形型の中に深さ０．５ｃｍで広げ、これをトレーの中
に置き、次に対流式オーブンで７５～８０℃の温度にて３０分にわたって加熱する。次に
、この成形型をオーブンから取り出し、第二の対流式オーブンの中に置き、４０℃の温度
にて更に一晩乾燥させる。成形型をオーブンから取り出し、放冷する。次に、フォームパ
ッドを成形型から剥がして取り出し、密封した袋に保存する。
【０１９２】
　性能試験のために、発泡体試料をはさみを用いて４点天秤上で０．６０グラム片に切断
し、個々のプラスチック計量ボートに置く。小さな美容ブラシ用具を用いて表面をブラッ
シングすることにより、２５℃にて３４６，０００ｃｐｓの平均粘度を有するジメチコン
（Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ（Ａｌｂａｎｙ，
Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）からのＣＦ３３０Ｍ）を好適な４点天秤上で目標レベル０．０２７グ
ラムにて各片に適用する。目標重量を超えた場合には、過剰なジメチコンを小さな美容ス
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試験前に多孔質固体物中に広がるのを可能にする。ジメチコン濃度は、得られた多孔質固
体物のおよそ４．３重量％（多孔質固体物０．６２７グラム当たり０．０２７グラムのジ
メチコン）であると推定される。
【０１９３】
　比較例３：シリコーンエマルションから製造された溶解性多孔質固体コンディショニン
グシャンプー
　以下の、シリコーンエマルションから製造された溶解性多孔質固体コンディショニング
シャンプーは、本発明に従って調製されるものではなく、比較目的のためだけに包含され
る。
【０１９４】
【表３】

　1　８７～８９％加水分解。分子量８５，０００～１２４，０００。Ｓｉｇｍａ－Ａｌ
ｄｒｉｃｈ（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯ　６３１７８）から入手可能。
　2　Ｓｕｐｅｒｏｌ　Ｋ，ＵＳＰ　ＦＣＣ　ＥＰグリセリン、供給元：Ｐｒｏｃｔｅｒ
　＆　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ
　3　２５℃にて平均粘度３４６，０００ｃｐｓのジメチコン、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｐ
ｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ（Ａｌｂａｎｙ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）からＣ
Ｆ３３０Ｍとして入手可能。
【０１９５】
　香料添加直後にジメチコンを添加して、気泡化及び乾燥工程に先立ってジメチコン水中
油型エマルションを生成させる（得られた固体に後から添加することとの対比）ことを除
いて、実施例２に記載のように、市販の電子レンジ（Ｓａｎｙｏ　ＥＭ－Ｅ１１００Ｓ、
Ｓａｎｙｏ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ．，Ｌｔｄ．）及び高速混合装置（ＳｐｅｅｄＭｉｘｅｒ
（商標）ＤＡＣ　４００ＦＶ、Ｈａｕｓｃｈｉｌｄ（Ｇｅｒｍａｎｙ）製、ＦｌａｃｋＴ
ｅｋ　Ｉｎｃ．（Ｌａｎｄｒｕｍ，Ｓｏｕｔｈ　Ｃａｒｏｌｉｎａ）により流通）を用い
て目標重量２５０グラムの上記組成物を調製する。
【０１９６】
　性能試験のために、発泡体試料を０．６２７グラム片に切断する。全ての水が蒸発時に
除去されたものとみなすことにより（計算を容易にするため）、ジメチコン濃度を得られ
た多孔質固体物のおよそ４．３８重量％（多孔質固体物０．６２７グラム当たり０．０２
７グラムのジメチコン）と推計する。
【０１９７】
　実施例４：カチオン性ポリマーを有し、シリコーンコーティングを後から添加した溶解
性多孔質固体コンディショニングシャンプー
　以下の、シリコーンコーティングを後から添加した溶解性多孔質固体コンディショニン
グシャンプーを、本発明に従って調製する。
【０１９８】
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【表４】

　1　８７～８９％加水分解。分子量８５，０００～１２４，０００。Ｓｉｇｍａ－Ａｌ
ｄｒｉｃｈ（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯ　６３１７８）から入手可能。
　2　Ｓｕｐｅｒｏｌ　Ｋ，ＵＳＰ　ＦＣＣ　ＥＰグリセリン、供給元：Ｐｒｏｃｔｅｒ
　＆　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ
　3　ＵＣＡＲＥ（商標）ポリマーＬＲ４００（Ｃｏｄｅ　ＭＢ）。Ａｍｅｒｃｈｏｌ　
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｐｌａｑｕｅｍｉｎｅ，Ｌｏｕｉｓｉａｎａ）から入手可能。
【０１９９】
　従来のオーバーヘッド撹拌器（ＩＫＡ（登録商標）Ｗｏｒｋｓ，Ｉｎｃ．（Ｗｉｌｍｉ
ｎｇｔｏｎ，ＤＥ）から入手可能なＩＫＡ（登録商標）ＲＷ２０ＤＺＭ　Ｓｔｉｒｒｅｒ
）、市販の電子レンジ（Ｓａｎｙｏ　ＥＭ－Ｅ１１００Ｓ、Ｓａｎｙｏ　Ｅｌｅｃｔｒｉ
ｃ．，Ｌｔｄ．）及び高速混合装置（ＳｐｅｅｄＭｉｘｅｒ（商標）ＤＡＣ　４００ＦＶ
、Ｈａｕｓｃｈｉｌｄ（Ｇｅｒｍａｎｙ）製、ＦｌａｃｋＴｅｋ　Ｉｎｃ．（Ｌａｎｄｒ
ｕｍ，Ｓｏｕｔｈ　Ｃａｒｏｌｉｎａ）により流通）を用いて、目標重量２５０グラムの
上記組成物を調製する。蒸留水をガラスビーカーに添加し、４枚刃のプロペラを備えたオ
ーバーヘッド撹拌器により１００～２００回転毎分で撹拌する。次に、撹拌しながらポリ
クオタニウム－１０を水に添加し、溶液が透明になってポリクオタニウム－１０プレミッ
クスを形成するまで溶解させる。ポリクオタニウム－１０プレミックス及びグリセリンを
計量済みＳｐｅｅｄＭｉｘｅｒ（商標）に添加し、密封した容器を均質になるまで手で回
転することにより混合する。気泡化及び乾燥工程は、実施例２に記載のように完了させる
。
【０２００】
　性能試験のために、密封した袋から発泡体試料を取り出し、０．６０グラム片に切断す
る。小さな美容ブラシ用具を用いて表面をブラッシングすることにより、２５℃にて３４
６，０００ｃｐｓの平均粘度を有するジメチコン（Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｐｅｒｆｏｒｍ
ａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ（Ａｌｂａｎｙ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）からのＣＦ３３０Ｍ
）を目標レベル０．０２７グラムにて各片に適用する。目標重量を超えた場合には、過剰
なジメチコンを小さな美容スポンジ用具により直ちに除去する。試料を計量ボートに一晩
置いたままにして、適用したシリコーンが試験に先立って多孔質固体物に吸収されるのを
可能にする。ジメチコン濃度は、得られた多孔質固体物のおよそ４．３重量％（多孔質固
体物０．６２７グラム当たり０．０２７グラムのジメチコン）であると推定される。
【０２０１】
　比較例５：シリコーンエマルションから製造したカチオン性ポリマーを有する溶解性多
孔質固体コンディショニングシャンプー
　以下の、シリコーンエマルションから製造された溶解性多孔質固体コンディショニング
シャンプーは、本発明に従って調製されるものではなく、比較目的のためだけに包含され
る。
【０２０２】
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【表５】

　1　８７～８９％加水分解。分子量８５，０００～１２４，０００。Ｓｉｇｍａ－Ａｌ
ｄｒｉｃｈ（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯ　６３１７８）から入手可能。
　2　Ｓｕｐｅｒｏｌ　Ｋ，ＵＳＰ　ＦＣＣ　ＥＰグリセリン、供給元：Ｐｒｏｃｔｅｒ
　＆　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ
　3　ＵＣＡＲＥ（商標）ポリマーＬＲ４００（Ｃｏｄｅ　ＭＢ）。Ａｍｅｒｃｈｏｌ　
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｐｌａｑｕｅｍｉｎｅ，Ｌｏｕｉｓｉａｎａ）から入手可能。
　4　２５℃にて平均粘度３４６，０００ｃｐｓのジメチコン、Ｍｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｐ
ｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ（Ａｌｂａｎｙ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）からＣ
Ｆ３３０Ｍとして入手可能。
【０２０３】
　従来のオーバーヘッド撹拌器（ＩＫＡ（登録商標）Ｗｏｒｋｓ，Ｉｎｃ．（Ｗｉｌｍｉ
ｎｇｔｏｎ，ＤＥ）から入手可能なＩＫＡ（登録商標）ＲＷ２０ＤＺＭ　Ｓｔｉｒｒｅｒ
）、市販の電子レンジ（Ｓａｎｙｏ　ＥＭ－Ｅ１１００Ｓ、Ｓａｎｙｏ　Ｅｌｅｃｔｒｉ
ｃ．，Ｌｔｄ．）及び高速混合装置（ＳｐｅｅｄＭｉｘｅｒ（商標）ＤＡＣ　４００ＦＶ
、Ｈａｕｓｃｈｉｌｄ（Ｇｅｒｍａｎｙ）製、ＦｌａｃｋＴｅｋ　Ｉｎｃ．（Ｌａｎｄｒ
ｕｍ，Ｓｏｕｔｈ　Ｃａｒｏｌｉｎａ）により流通）を用いて、目標重量２５０グラムの
上記組成物を調製する。蒸留水をガラスビーカーに添加し、４枚刃のプロペラを備えたオ
ーバーヘッド撹拌器により１００～２００回転毎分で撹拌する。次に、撹拌しながらポリ
クオタニウム－１０を水に添加し、溶液が透明になってポリクオタニウム－１０プレミッ
クスを形成するまで溶解させる。ポリクオタニウム－１０プレミックス及びグリセリンを
計量済みＳｐｅｅｄＭｉｘｅｒ（商標）に添加し、密封した容器を均質になるまで手で回
転することにより混合する。
【０２０４】
　香料添加直後にジメチコンを添加して、気泡化及び乾燥工程に先立ってジメチコン水中
油型エマルションを生成させる（得られた固体に後から添加することとの対比）ことを除
き、実施例２に記載のように、残りの工程を行った。
【０２０５】
　性能試験のために、密封した袋から発泡体試料を取り出し、試験用０．６２７グラム片
に切断する。全ての水が蒸発時に除去されたものとみなすことにより（計算を容易にする
ため）、ジメチコン濃度を得られた多孔質固体物のおよそ４．３８重量％（多孔質固体物
０．６２７グラム当たり０．０２７グラムのジメチコン）と推計する。
【０２０６】
　実施例６：カチオン性ポリマーを有し、アミノシリコーンコーティングを後から添加し
た溶解性多孔質固体コンディショニングシャンプー
　ジメチコンの代わりにアミノシリコーン（製品コード６５８５０　Ｙ－１４９４５、２
５℃にて粘度１４，５００ｃｐｓ、アミン含有量０．０５０ｍｅｑ／ｇ）を用い、実施例
４と同一の処方及び手順に従って溶解性多孔質固体シャンプーパッドを調製する。
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【０２０７】
　実施例７～１１：コンディショニング性能及びシリコーン付着評価
　上記実施例２、４、６及び比較例３、５を毛髪にシャンプーの手順で適用し、毛髪コン
ディショニング性能と、毛髪に付着したジメチコンのレベル（シリコーン付着）とを評価
する。各例からの個々の多孔質固体物切片を５本の２０．３２ｃｍ（８インチ）の中くら
いの茶色のヘアピース（各々の重量は４グラムである）に適用する（すなわち、０．６２
７グラムの固体物を２０グラムの毛髪に適用）。５本のヘアピースを並べて一緒にクラン
プで結びつけ、シンクの上の静止位置で掴みながら、シャワーノズルからの１００°Ｆの
水道水（流速毎分１．５グラムの水）で湿らせる。多孔質固体切片をヘアピースの中心近
くに置き、更に５立方センチメートルの１００°Ｆの水道水をプラスチックシリンジを介
して固体片の上部に適用する。濡れた固体物を親指でわずかに擦り、次に、ヘアピースの
中に向かって３０秒にわたって「引き出し（milked）」、上下に繰り返し圧搾して濡れた
泡を作り出す。次に、上記のようにシャワーノズルから流れる水で３０秒すすぐことによ
り、泡を徹底的にヘアピースからすすぎ落す。次に、この適用手順を２回繰り返す。次に
、５本のヘアピースをクランプから取り外し、アルミホイルで一緒に包む。上記の処置手
順を４つの実施例各々について繰り返す。
【０２０８】
　各グループから１本のヘアピースをホイルから取り出し、対応する処置識別票でマーク
したホルダーにかける。官能試験員に依頼して、プロ用スタイリング櫛の大きな端部を用
いて「濡れた状態のもつれやすさ」を、同一の櫛の小さな端部を用いて「濡れた状態の櫛
通りしやすさ」を評価する（０～１０の尺度で、０は「困難」を表し、１０は「容易」を
表す）。個々のヘアピースをかけておき、一晩乾燥させ、官能試験員により櫛の小さい端
部のみを使用して乾燥状態の櫛通りについて評価する。ヘアピースの「乾燥状態の端部の
櫛通り」の評価とは別に、ヘアピースの「乾燥状態の本体の櫛通り」の評価を行う（０～
１０の尺度で、０は「困難」を表し、１０は「容易」を表す）。
【０２０９】
　次に、得られたヘアピースを付着試験用に切断する。２０ｍＬシンチレーション瓶中に
おいて、５０：５０のトルエン：メチルイソブチルケトン６ｍＬで１．５ｇの毛髪からシ
リコーンを抽出する。パルス渦発生装置で３０分にわたって瓶を撹拌する。誘導結合プラ
ズマ発光分光分析法（ＩＣＰ－ＯＥＳ）を用いて、抽出物のシリコーンを定量化する。試
験される生成物と同一又は構造的に比較可能な型のシリコーン原材料を用いて既知のシリ
コーン濃度のＩＣＰ較正標準を行う。本方法の作動範囲は、毛髪１グラム当たり８～２３
００μｇのシリコーンである。実施例２、４、６及び比較例３、５を表す採取データを下
表に与える。
【０２１０】
【表６】

【０２１１】
　上記実施例７～１１は、シリコーン付着の改善と、それに対応して、本発明に従って（
実施例２、４及び６によるコーティングとして、予め形成した多孔質固体上にジメチコン
又はアミノシリコーンを後から添加することにより）製造される多孔質固体物の濡れた状
態及び乾燥状態のコンディショニング性能とを、本発明に従わないで（比較例３及び５に
より、乾燥プロセスの前にジメチコンを乳化して固体物を形成することにより）製造され
る多孔質固体物と対比して、示す。本発明に従って製造された前者の実施例はそれぞれ、
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およそ１１％及び８％の増加した推計シリコーン付着効率を与える。本発明と反対に製造
された後者の比較例は、それぞれ、およそ２．５％及び４％の低い推計シリコーン付着効
率を与える。最後の実施例もまた、後から添加したアミノシリコーンから、濡れた状態及
び乾燥状態のコンディショニング性能及び付着効率の優良性を示す（実施例６で製造）。
【０２１２】
　実施例１２：表面残留シリコーンコーティングの評価
　実施例２からの、後から添加したシリコーンコーティングを有する溶解性多孔質固体コ
ンディショニングシャンプーを、本明細書に記載のような（シリコーンからの）元素ケイ
素の元素マッピングでＳＥＭ撮像により分析する。図１、２、３及び４は、同じ断面図の
、元々のＳＥＭ像（左側）とシリコーンの元素マップ（右側）との代表的な断面比較を示
す（ケイ素の存在は白色で示される）。これらの図から、ケイ素（シリコーンの代表）が
主に多孔質固体／空気境界面に残留し、その一方で、切断したばかりの固体気泡壁の内部
にわたって分布していることが明瞭に理解できる。これらの図は、複数の固体／空気境界
面（上面及び固体内部の露出空隙内の両方）にわたる表面残留コーティングとしてのシリ
コーン系美容有効成分の存在を示す。本明細書に記載のように、シリコーンコーティング
が全ての露出された固体／空気境界面に広がらないことに留意すべきである。シリコーン
が元々適用された表面にごく近接した空隙の中に、シリコーンが広がることは一般に見る
ことができる。実際、これらの画像の中には、シリコーンが広がっていないいくつかの空
隙が存在する。これらの画像１～４が、本発明を例証するためにシリコーンが適用される
表面に近接して選択されたことに留意すべきである。反対側領域から取られた同じ試料か
らの画像は、一般に、境界面において有意なシリコーン蓄積を示さない。切断プロセスに
起因すると思われるいくらかのわずかなＳｉ元素混入（又はノイズ）が存在することを見
ることもできる。シリコーン蓄積における有意差を、切断プロセスからの混入のこのレベ
ルを超えて容易に見ることができる。
【０２１３】
　実施例１３：代表的な多孔質固体物構造測定
　以下の構造測定を本明細書に開示の方法に従って実施例２で製造した多孔質固体物につ
いて（後から添加するシリコーンの導入前に）行った。
【０２１４】
【表７】

【０２１５】
　上記構造測定値は、主に開放気泡多孔質固体物を示唆し、本発明の構造範囲内にある。
【０２１６】
　引用される全ての文献は、その全体が本明細書に参照により組み込まれ、いかなる文献
の引用も、それが本発明に関する先行技術であることを容認するものとして解釈すべきで
ない。この文書における用語のあらゆる意味又は定義が、本明細書に参考として組み込ま
れる文献における用語のあらゆる意味又は定義と対立する範囲内においては、本文書にお
ける用語に与えられた意味又は定義が適用される。
【０２１７】
　本発明の特定の実施形態について説明し記載したが、本発明の趣旨及び範囲から逸脱す
ることなく他の様々な変更及び修正が可能であることが当業者には自明である。したがっ
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て、本発明の範囲内にあるそのような全ての変更及び修正を、添付の「特許請求の範囲」
で扱うものとする。
【０２１８】
　本明細書に開示された任意の活性物質及び／又は組成物は、以下の米国特許出願：米国
特許第６１／２２９９８１号、同第６１／２２９９８６号、同第６１／２２９９９０号、
同第６１／２２９９９６号、同第６１／２３００００号、同第６１／２３０００４号、並
びに、これらに優先権を主張する任意の出版物に開示されている物品、特に家庭用ケア物
品、の内部で及び／又はそれらと共に使用できることに留意すべきである。このような物
品は、以下のうちの１種以上を含んでもよい：洗浄性界面活性剤、可塑剤、酵素、石鹸泡
抑制剤、石鹸泡促進剤、漂白剤、漂白安定剤、キレート剤、洗浄溶媒、向水性物質、二価
イオン、柔軟仕上げ添加物（例えば、第四級アンモニウム化合物）、非イオン性界面活性
剤、香料及び／又は香料送達系。このような物品は、洗濯機に投入して布地を洗浄及び／
又は処理すること、食器洗浄機に投入して食器を洗浄及び／又は処理すること、並びに、
水に投入して布地及び／又は硬質表面を洗浄及び／又は処理すること、が挙げられるがこ
れらに限定されない方法において利用され得る。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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